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はじめに 

 平成 30 年 7 月 20 日付け 30 川環調第 74 号により、川崎市長から環境審議会に、川崎市環境基

本計画の改定の基本的な考え方について諮問がなされ、専門的な審議を行う必要があることから、

総合政策部会を設置し、具体的な審議について付議して、調査・審議を行ってきたところである。

審議に当たっては、川崎市がこれまで行ってきた環境保全の取組を踏まえるとともに、充実し

てきた環境の分野ごとの個別計画の関係に留意しつつ、環境行政を取り巻く社会状況の変化等を

踏まえながら、検討を行ってきた。特に、令和元（2019）年 9月の台風第 15 号は、記録的な強風

により、千葉県での長期停電など、多大な被害をもたらした。また、10月には、過去最大級の勢

力で日本列島に上陸した台風第 19 号により、千曲川や阿武隈川をはじめ、71 の河川が決壊する

など、甚大な被害が生じ、川崎市も被災した。地球温暖化に伴う気候変動に関しては世界共通の

問題であるが、改めて喫緊の課題であることを、環境審議会としても認識したところである。

 こうした審議を経て、川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方について、環境審議会とし

て取りまとめたので、ここに答申する。
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Ⅰ 計画の基本的事項 

 １ 計画改定の背景 

   川崎市では、公害対策や緑地等の保全、生活環境の向上など、環境への負荷を低減し、持

続可能な社会を構築するため、平成 6（1994）年 2 月、川崎市環境基本条例（平成 3（1991）

年制定。以下「基本条例」という。）の規定に基づき、環境行政の基本指針として「川崎市環

境基本計画」（以下「計画」という。）を全国に先駆けて策定した。 

   平成 23（2011）年 3月には計画を全面改定し、地球温暖化対策など、環境に係る国内外の

社会情勢等に対応し、総合的かつ計画的な環境行政をより一層推進するとともに、市民、事

業者など多様な主体と協働・連携しながら、環境保全に向けた取組を推進してきた。 

   一方、環境・経済・社会の複合的な課題や、気候変動など地球規模の環境の危機状況等に

加え、少子高齢化や人口減少等、環境行政を取り巻く状況は大きく変化している。国は、こ

のような状況を踏まえ、「第五次環境基本計画」を平成 30（2018）年 4月に閣議決定した。ま

た、計画策定以降、環境の分野ごとの個別計画（以下「分野別計画」という。）が充実してき

ており、環境施策の推進に当たっては、分野別計画との関係に留意する必要が生じている。 

   このような状況を踏まえ、計画を全面改定し、社会状況等の変化や新たな課題への的確な

対応を図るべきである。また、改定に当たっては、環境に係る取組を通じた多様な課題の解

決に貢献するマルチベネフィット（多様な便益）の創出を図るとともに、分野別計画との役

割の明確化等を図り、市民や事業者と施策や目標を共有する上で、環境施策の全体像を概括

的にわかりやすく、かつ、骨太に表現したコンパクトな計画とするべきである。 

 ２ 計画改定の趣旨・視点 

   基本条例第 2 条で規定する「環境政策の理念」の実現に向けて、基本条例第 8 条の規定に

基づき、川崎市の環境行政を総合的かつ計画的に推進するため、計画を改定する必要がある。 

   また、基本条例第 3条に規定する環境政策の基本原則「施策の総合性」「科学的予見性」「生

態系への配慮」「地球環境への配慮」「市民の参画と協働」を計画改定の基本的視点とする必

要がある。

 ３ 計画の位置づけ 

   計画は、環境行政を総合的かつ計画的に推進するための基本となるものであり、分野別計

画の上位に位置づけられ、分野別計画の施策の方向性を与え、推進を支援するものであるこ

とが求められる。また、環境に係る取組が、防災対策や産業振興、健康維持等の多様な地域

課題や、気候変動等地球規模の環境課題の解決にも貢献することを見据えつつ、川崎市総合

計画（以下「総合計画」という。）で定めるめざす都市像「成長と成熟の調和による持続可能

な最幸のまち かわさき」を環境面から実現していく役割を担っていく必要がある。
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【図 1 川崎市環境基本計画の位置づけ】 

 ４ 計画の役割 

   分野別計画の多くが、この数年で改定されている。個別分野の方向性や取組は別途整理さ

れていることや国の第五次環境基本計画などを踏まえ、次のように計画と分野別計画との役

割分担を整理、明確化するべきである。

（1）環境基本計画の役割 

環境施策の全体像を概括的にわかりやすく、かつ、骨太に表現したコンパクトな計画

とするべきである。 

また、環境改善は長期的な視点での展開が必要であることを踏まえ、長期的な目標や

施策の大綱などを示すべきである。 

さらに、各分野の主な施策や、環境分野間の連携、「持続可能な開発目標（SDGs）」の考

え方を活用した社会・経済をはじめとする他分野との統合的施策、環境施策全体に係る

協働・連携の仕組みなど、横断的な視点を示すべきである。 

（2）分野別計画の役割 

分野別計画は、各分野の理念や目標を設定するべきである。また、施策体系を整理し、

具体的な施策や協働・連携、環境教育・学習を含めた個別分野の取組を網羅的に提示し

ていくものとするべきである。 

関連計画等
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他分野の計画等
川崎市地域防災計画

川崎市地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ

推進ビジョン

川崎市子ども・若者の未来

応援プラン 等



－3－ 

【図 2 川崎市環境基本計画と分野別計画の役割】 

 ５ 主体別の責務 

   計画は、川崎市が取り組むべき環境施策等を示すものである。一方、基本条例第 4 条、第

5条及び第 6条では、各主体それぞれの責務が規定されているなど、市民・事業者にも一定の

責務が求められている。 

   計画の効果的な推進に向けては、市民、事業者、川崎市それぞれが自らの役割を認識し、

協働・連携して環境の保全及び創造に取り組むことが必要である。 

【表 1 主体別の責務】 

市民の責務 事業者の責務 川崎市の責務 

市民は、良好な環境の保全及び

創造に主体的に取り組み、自らの

生活行動が環境を損なうことのな

いよう努めるとともに、市の環境

施策の推進に積極的に参画し協力

しなければならない。 

事業者は、自らの活動が環境に

影響を与えている立場を自覚し、

環境汚染の防止並びに良好な環境

の保全及び創造に努め、市の規制

及び指導を遵守するとともに、市

の環境施策に積極的に協力しなけ

ればならない。 

市は、市の施策を実施するに当

たっては、環境への影響を配慮し、

市民の意見を尊重して、良好な環

境の保全及び創造に努めなければ

ならない。 

 ６ 計画の期間 

   計画の期間は、改定計画で位置づける川崎市の環境の長期的なビジョンを見据えつつ、川

崎市の人口が、令和 12（2030）年にピークに達すること等を踏まえ設定することが適当であ

ると考えられる。このことを考慮し、期間は、令和 3（2021）年度から令和 12（2030）年度

までの 10年間とすべきである。 

   また、計画は、目標の達成状況や、環境問題・環境行政を取り巻く国内外の情勢、社会経

済情勢等を踏まえ、必要に応じて見直しを行っていく必要がある。 

・環境施策の全体像を概括的にわかりやす

く、かつ、骨太に表現したコンパクトな計画

・目標や施策の大綱などを提示 

・各分野の主な施策や環境分野間の連携、

社会・経済をはじめとする他分野との統合

的施策などを提示 

環境基本計画の役割 

・主要な環境分野（地球温暖化対策、緑、大

気・水環境、廃棄物など）の個別計画による

取組の推進 

・各分野の理念や目標、施策体系、具体的

な施策などを網羅的に提示 

分野別計画の役割 

役
割
分
担
の
明
確
化
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 ７ 計画の対象地域 

   計画の対象地域は、川崎市全域とするべきである。ただし、社会状況等の変化を踏まえ、

気候変動等、市域を超えた地球規模の環境課題の解決にも貢献することを見据えた取組を推

進していくべきである。

８ 環境配慮指針 

環境配慮指針（以下「指針」という。）は、基本条例第 8条第 2項第 3号に基づき、計画に

定めるべき事項とされる。その内容は、川崎市、市民及び事業者が環境資源を利用する行為

等を行う場合に、良好な環境の保全及び創造のためにそれぞれが配慮すべき事項を示すもの

とされている。 

現行計画の指針は、配慮事項を詳細に示しているが、改定計画は、市民や事業者と、施策

や目標を共有する上でわかりやすい計画として、その役割を整理する必要があると示したと

ころである。 

そのため、指針を環境各分野の施策の中で示すことや、主体別の標準型となる指針を定め

るなど、各主体にわかりやすい指針となるよう、工夫を図るべきである。 
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Ⅱ 現状と課題 

 １ 川崎市の環境の現状と課題 

  （1）地球温暖化及び気候変動 

    ア 現状 

平成 28（2016）年度の市内の温室効果ガス総排出量（暫定値）は、2,263 万トン-CO2、

平成 29（2017）年度（暫定値）は 2,277 万トン-CO2である。基準年度の総排出量 2,799

万トン-CO2と比べ、平成 28（2016）年度は 19.1％の減少、平成 29（2017）年度は 18.6%

の減少となっており、川崎市の排出量はおおむね着実に減少している。 

【表 2－1 市内の温室効果ガス排出量】 
（単位：万トン-CO2） 

温室効果ガス 基準年度 2015 年度 
2016 年度 

（暫定値） 

2017 年度 

（暫定値） 

基準年度 

との比較 

総排出量 2,799 2,253 2,263 2,277 △18.6% 

削減率 

（基準年度比） 
－ △19.5% △19.1% △18.6%  

内
訳

二酸化炭素 2,547 2,202 2,212 2,228 △12.6% 

メタン 1.5 2.8 3.0 3.0 95.7% 

一酸化二窒素 7.5 9.7 9.3 9.6 28.9% 

HFCs 30.8 30.7 33.3 32.8 6.8% 

PFCs 20.7 3.2 2.3 2.6 △87.4% 

六ふっ化硫黄 191.2 5.1 2.8 1.3 △99.3% 

三ふっ化窒素 0 0 0 0 ― 

※国の算定マニュアルの改定、統計書の修正等に伴い再算定した値であり、これまでの公表値と異なる。 

※基準年度は、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素は 1990 年度、HFCS、PFCS、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素は 

1995 年度 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書（*1）」 

平成 29（2017）年度の二酸化炭素排出量を部門別で見ると、平成 2（1990）年度に

比べ、民生部門、廃棄物部門で排出量が増加している。エネルギー転換部門、産業部

門、運輸部門、工業プロセス部門は、平成 2（1990）年度に比べ排出量が減少している。

民生部門（家庭系）の排出量については、基準年比では大幅な増加となっているが、

世帯当たり排出量で見ると微増にとどまっている。

＊1 2019 年度版環境基本計画年次報告書 http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/29-1-1-0-0-0-0-0-0-0.html 



－6－ 

【表 2－2 市内の部門別二酸化炭素排出量の推移】 

（単位：万トン-CO2） 

1990 年度 

(基準年度)
2000 年度 2015 年度 

2016 年度 

（暫定値）

2017 年度 

（暫定値）

基準年度との

比較 

エネルギー転換部門 349 354 254 249 262 △25.1% 

産業部門 1,730 1,466 1,361 1,394 1,382 △20.1% 

民生部門（家庭系） 111 140 192 175 182 64.2% 

世帯当たり(トン-CO2) 2.4 2.6 2.8 2.5 2.5 4.7% 

世帯数(各年 10 月 1 日) 466,084 543,088 691,837 703,945 716,470 53.7% 

民生部門（業務系） 94 114 170 173 160 70.0% 

運輸部門 125 149 112 105 117 △6.2% 

廃棄物部門 45 45 47 46 51 13.7% 

工業プロセス部門 93 64 66 70 75 △20.2% 

合計 2,547 2,331 2,202 2,212 2,228 △12.6% 

※国の算定マニュアルの改定、統計書の修正等に伴い再算定した値であり、これまでの公表値と異なる。 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

      川崎市内の太陽光発電設備導入量は、平成 17（2005）年度の約 3,000kW から、平成

30（2018）年度末には約 84,000kW と約 28 倍に増加している。 

【表 3 市内の太陽光発電設備導入量（推測値）の推移】 

（単位：kW） 

2005 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

太陽光発電設備導入量 約 3,000 約 60,000 約 70,000 約 77,000 約 81,000 約 84,000

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

年平均気温は上昇傾向にある。また、真夏日日数（最高気温が 30℃以上の日数）と

熱帯夜日数（日最低気温が 25℃以上の日数）には増加傾向、冬日日数（最低気温が 0℃

未満の日数）には減少傾向が見られる。これらの状況から、地球温暖化に加え、ヒー

トアイランド現象の影響が顕在化しているものと考えられる。 

【図 3－1 年平均気温の経年推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 
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【図 3－2 真夏日の経年推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

【図 3－3 熱帯夜の経年推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

【図 3－4 冬日の経年推移】

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

※川崎市では大気の常時監視を行っている一般環境大気測定局 9 ヶ所で気温の測定を行っているが、川崎市は南北に

細長いため、市の中央付近で測定している中原局のデータをグラフにした。昭和 60（1985）年以前のデータがない

ため、以前からのデータがある直近の気象台（横浜気象台）のデータを併せて示している。 

※中原局は中原区役所屋上で標高約 31ｍの位置、横浜気象台は標高約 41ｍの位置で測定 
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イ 今後の課題

      これまで様々な取組を推進してきた結果、川崎市の温室効果ガス排出量については、

おおむね着実に削減されている。一方で、パリ協定や国の地球温暖化対策計画を踏ま

え、更なる削減が求められており、増加傾向にある民生部門や川崎市の二酸化炭素排

出量の 7割以上を占める産業系などについて対策が必要な状況となっている。 

また、これらに密接に関連する再生可能エネルギーの導入やエネルギーの最適利用

に向けた取組も必要となっている。さらに、顕在化してきた気温上昇や大雨の頻度の

増加など気候変動の影響に対応するための適応策についても、更なる取組の強化が求

められている。 

  （2）自然環境 

    ア 現状 

「川崎市緑の基本計画」では、樹木の集団（300 ㎡以上のまとまりのある樹林地）、

農地、河川等、運河の 4 つを「自然的環境資源」として、航空写真等により把握し、

その調査結果を「自然的環境の分布（緑の現況）」として示している。平成 18（2006）

年から平成 28（2016）年の推移を比較したとき、一部では、樹木の成長や民有地の緑

化等により樹木の集団の面積が増加している箇所も見られた。しかし、宅地や空き地

等への土地利用の転換により、全体で樹木の集団が約 70ha、農地が約 116ha 減少して

いる。 

【表 4 自然的環境の経年変化量】 

自然的 

環境資源 

平成 18（2006）年 平成 23（2011）年 平成 28（2016）年 
増減(ha)

面積(ha) 割合(％) 面積(ha) 割合(％) 面積(ha) 割合(％)

樹木の集団 約 1,072 7.4 約 1,032 7.2 約 1,002 6.9 ▲70 

農 地 約  696 5.0 約  629 4.4 約  580 4.0 ▲116 

河 川 等 約  755 5.2 約  755 5.2 約  755 5.2 ±0 

運 河 約 1,222 8.5 約 1,222 8.5 約 1,222 8.5 ±0 

※市域面積：14,435ha、樹木の集団の面積は、300 ㎡以上のまとまりのある樹林地を空中写真で判読したもの、農地面

積は固定資産税概要調書による。 

出所：「自然的環境の分布（緑の現況）経年変化調査（*2）」 

＊2 川崎市緑の基本計画 http://www.city.kawasaki.jp/530/page/0000023138.html 
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【図 4 自然的環境の分布（平成 28（2016）年）】 
出所：「川崎市緑の基本計画」 

市内の樹林地については、減少傾向にあるものの、法律、条例等の施策により取組

を推進した結果、平成 30（2018）年度末で保全されている緑地面積は約 243ha とな

っている。 

市内で保全されている農地面積については、減少傾向にあり、平成 30（2018）年度

で約 364ha となっているが、生産緑地地区の面積要件の緩和による指定の推進など農

地保全に向けた新たな取組を進めている。 

      平成 30（2018）年度末現在の公園緑地（都市公園及び市営公園）は、臨海公園と合

わせると 785ha となっている。 

      「地域の課題は地域で」の考え方を基本とし、公園内の樹木の剪定やイベント等の

利用調整を行う管理運営協議会の設立については、平成 30（2018）年度の発足数が 562

となっている。公園の日常的な維持管理活動を主とする公園緑地愛護会は、平成 30

（2018）年度時点で 329 団体となっており、管理運営協議会とあわせ、約 70％以上の

公園で市民が管理に参加している状況となっている。 

【表 5 施策による緑地の保全面積等の経年変化】 

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
施策による緑地の保全面積（ha）
※特別緑地保全地区、緑の保全地
域等、法・条例等により保全され
ている緑地面積 

211 212 218 223 229 232 236 241 242 243 

農地面積（ha） 
※農業振興地域農用地区域内農
地、生産緑地地区内農地、市民農
園等の総面積 

406 402 399 397 388 384 381 368 365 364 

都市公園等総面積（ha） 
※都市公園のほか市営公園を含む

716 741 754 756 766 768 776 776 782 785 

公園管理運営協議会団体数 
（公園緑地愛護会団体数） 

435 

(381)

474 

(359)

502 

(359)

508 

(343)

523 

(341)

525 

(339)

537 

(337)

541 

(340)

549 

(326)

562 

(329)

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 
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【図 5 施策による緑地の保全面積の推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

市内河川では、治水対策により護岸や河床等の改修・整備が進み、自然護岸はほと

んど残されていない。このため、川崎市では、親水護岸の整備、川沿いの緑化、水深や

流速に配慮した河川敷の整備など、多様な生物が生息できる河川構造の導入等を図っ

ている。 

生物多様性の保全に向けては、生息生育空間の保全・回復・創出に努めるとともに、

市域に生息する生き物の情報発信など、自然に関する情報・整理・活用に向けた取組

を推進してきた。 

イ 今後の課題

      緑地は、水循環や生物多様性の観点からも大変重要であり、緑による効用は様々な

分野に広がる。これまで、緑の保全・創出・育成に向け、市民・事業者・行政の 3 者

により、着実に取組を推進してきたが、樹林地や農地の減少傾向などを踏まえ、緑の

保全・創出・育成に向けた取組が引き続き求められている。また、社会状況の変化に

伴い、緑を活用した地域コミュニティの強化など、緑が持つ多様な効用を一層高めて

いくことが必要となっている。さらに、生物多様性の確保など、生物の生息を支える

基盤となる水と緑のネットワークの形成・充実に向けた取組も併せて推進していく必

要がある。

  （3）大気や水などの地域環境 

    ア 現状 

     【大気】 

平成 30（2018）年度における二酸化窒素の対策目標値の達成状況は、一般環境大気

0
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測定局（以下「一般局」という。）9局、自動車排出ガス測定局（以下「自排局」とい

う。）9局それぞれ全局において、4年連続で達成している。 

【表 6 二酸化窒素の対策目標値達成局数の推移】 

 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

一般局 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 

自排局 6/9 6/9 6/9 8/9 8/9 9/9 8/9 9/9 9/9 9/9 9/9 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

平成 30（2018）年度における浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準の達成状況は、長期

的評価（1年間を通じて得られた 1日平均値による評価）では、一般局 9局、自排局 9

局の全局で達成した。また、短期的評価（1日平均値及び 1時間値による評価）につい

ても、一般局 9局、自排局 8局の全局で環境基準を達成した。 

【表 7 浮遊粒子状物質の環境基準達成局数の推移】 

 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

一般局 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 8/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 

自排局 9/9 9/9 8/9 9/9 9/9 7/9 9/9 9/9 9/9 9/9 9/9 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質環境濃度の年平均値は、ここ 10年の推移を見るとお

おむね減少傾向で推移している。 

【図 6 二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の平均値の推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 
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      光化学オキシダントは、一般局 9 局で測定しているが、環境基準は、これまで全局

で非達成である。光化学スモッグ注意報の発令日数は、平成 23（2011）年度以降、2～

11 件の間を推移している。 

【図 7 光化学スモッグ注意報の発令日数の推移】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

微小粒子状物質（PM2.5）については、平成 30（2018）年度には一般局 8局（大

師、田島、川崎、幸、中原、高津、宮前、麻生）、自排局 7局（池上、日進町、市役

所前、二子、宮前平駅前、本村橋、柿生）（※）の合計 15 局で測定を行い、測定した

全局で 3年連続環境基準を達成した。 

【表 8 微小粒子状物質の環境基準達成局数の推移】 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

一般局 0/1 1/2 4/4 0/6 1/8 7/8 8/8 8/8 8/8 

自排局 0/1 0/2 3/4 0/5 1/6 4/6 6/6 7/7 7/7 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」     

※平成 31（2019）年 3 月 30 日から、新たに中原平和公園（自排局）において測定を開始したが、有効測定

日数に達していないため、環境基準の評価の対象としていない。 
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     【水質】 

市内河川の水質は、工場等への規制強化及び下水道整備の進展等により改善傾向に

あり、平成 30（2018）年度における河川の状況について、健康項目は、全ての地点で

環境基準を達成している。また、生活環境項目については、多摩川水系 3 河川全てで

生物化学的酸素要求量（BOD）の環境基準を達成している。 

【図 8 市内河川 BOD濃度と下水道普及率】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

      平成 30（2018）年度における海域の状況については、健康項目は、9地点で 25項目

を測定した結果、全ての地点で環境基準を達成している。生活環境項目は、川崎地先

の東京湾において B 類型水域 3 地点、C 類型水域 9 地点の計 12 地点で 10 項目を測定

した。このうち代表的な有機汚濁指標である化学的酸素要求量（COD）を年間平均値で

見ると、沖合部の 3地点で 3.0～3.1 ㎎/L、運河部の 9地点で 3.0～3.9 ㎎/L で、ほぼ

横ばいで推移している。COD の環境基準については、沖合部の全ての地点で不適合、運

河部の全ての地点で適合している。 

  【化学物質】

平成 30（2018）年度（平成 29（2017）年度実績）に「特定化学物質の環境への排出

量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」の化学物質排出移動量届出制度（PRTR

制度）に基づく届出のあった市内事業所及び PRTR 制度対象化学物質について、川崎市

が集計を行った結果、届出事業所数は 187 であった。また、同法の対象である 462 物

質のうち、これら事業所から届出された物質数は 160 であった。平成 29（2017）年度

の環境への総排出量について見ると、市内は1,124トンで、全国（152,017トン）の0.74％

に相当する。 

また、PRTR 制度対象化学物質のうち、発がん性が認められる等有害性の高い 15 物

質が特定第一種指定化学物質として指定されている。 

平成 29（2017）年度の特定第一種指定化学物質の排出量は 62,094kg であり、平成
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20（2008）年度の排出 114,812kg に比べて 45.9％減少している。 

【図 9 特定第一種指定化学物質の環境への総排出量の経年推移】

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」            

イ 今後の課題

   これまで、法や条例等に基づく取組により、大気や水などの環境は大きく改善され

てきている。一方で、市民アンケートによると、市民の環境改善に対する実感が高ま

っていないという状況が示されている。また、地域ごとに特性が異なることや、光化

学スモッグ、東京湾の水質など、川崎市だけでは解決できない広域的な課題も残され

ており、環境改善に向け、新たな視点による取組が必要な状況になっている。

  （4）廃棄物の発生等 

    ア 現状 

     【一般廃棄物】 

市内の一般廃棄物の焼却量は、ごみ非常事態宣言を行った平成 2（1990）年度をピー

クに減少し、平成 30（2018）年度の市内のごみ焼却量は、356,233 トンとなっている。 

また、平成 30（2018）年度の市民 1 人 1 日当たりの普通ごみ排出量は 432ｇで着実

に減少しており、人口が増加している中でも、ごみ焼却量は減少傾向となっている。 
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【図 10 ごみ焼却量と市民 1人 1日当たりの普通ごみ排出量の推移】

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 

平成 30（2018）年度の家庭系ごみの総排出量は 338,437 トンである。これらのうち

家庭系資源化量は 90,142 トン、資源化率は 26.6％となり、ここ近年減少傾向にある。

これは、ペーパーレス化等の影響により、新聞、雑誌等の古紙類やミックスペーパー

などの紙資源物の発生量が減少している影響もあると考えられる。また、平成30（2018）

年度のミックスペーパーの分別率やプラスチック製容器包装は、それぞれ 33～36％程

度であり、一層の取組が必要であると考えられる。 

【図 11 家庭系の資源化率の推移】

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書」 
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【図 12 一般廃棄物排出量及び処理フロー（平成30（2018）年度実績）】 

     【産業廃棄物】 

川崎市では、産業廃棄物行政の基礎資料とするため、5年ごとに産業廃棄物実態調査

を実施し、市内における産業廃棄物の発生、処理、処分状況を把握している。 

平成 26（2014）年度の調査結果による市域から発生した産業廃棄物の排出量（事業

場内で生じた不要物量）は 250 万 8 千トンとなっており、平成 21（2009）年度の 286

万 9 千トンと比較すると、約 36 万トン減っている。 

産業廃棄物資源化量は、289 万トンとなっており、発生量の 66％が資源として有効

活用されている。 

産業廃棄物最終処分量は、平成 26（2014）年度の調査結果による最終処分量は 9万

2千トンとなっており、平成 21（2009）年度の 14 万 8千トンと比較すると、約 5万 6

千トン減っている。 
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【図 13 産業廃棄物排出量及び処理フロー（平成26（2014）年度実績）】 

出所：「第 6 次川崎市産業廃棄物処理指導計画」 

イ 今後の課題

      一般廃棄物については、ごみ量が大きく削減するなど 3R（リデュース（発生抑制）・

リユース（再使用）・リサイクル（再生利用））が促進され、3処理センター体制への移

行など大きな成果をあげている。特に、平成 29（2017）年度の環境省の一般廃棄物処

理実態調査によれば、市民 1 人 1 日当たりのごみ排出量が政令指定都市の中で最も少

ないという結果であった。また、産業廃棄物についても、発生抑制、資源化及び適正

処理等取組がなされている状況である。今後も、安定的な廃棄物処理体制を構築しな

がら、家庭系ごみや事業系ごみの更なる減量化・資源化を促進する必要がある。さら

には、超高齢社会への対応や災害廃棄物対策、温室効果ガス排出量削減など地球温暖

化対策への取組強化なども求められている。

  （5）協働・連携 

    ア 現状 

      川崎市では、平成 16（2004）年に制定した「川崎市自治基本条例」や、社会状況の

変化等を踏まえ平成 28（2016）年 3月に策定した「川崎市協働・連携の基本方針」に

基づき、暮らしやすい地域社会の実現に向け、多様な主体が互いに尊重し、対等な関

係に立ちながら、地域課題の解決等協力して取組を推進することとしている。 

      また、川崎市には、公害問題や緑地等の保全など、様々な環境問題について、全国

に先駆けて市民・事業者とともに一体となって取組を進めてきた実績がある。

      環境関連分野における近年の協働・連携の主な取組事例は、次のとおりである。
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【表 9 環境関連分野における近年の協働・連携の主な取組事例】 

分野 取組内容 

地球温暖化対策

●多様な主体で構成される川崎温暖化対策推進会議（CC川崎エコ会議）のネットワー

クを活用した普及啓発活動 

●川崎市地球温暖化防止活動推進センターや川崎市地球温暖化防止活動推進員と

の普及啓発活動及び小・中学校への出前授業等環境教育・学習の推進 

●区における自然エネルギーに関わる学習イベントや講演会、施設見学会等の実施 

●市民との緑のカーテンの普及活動等ヒートアイランド対策の推進 

●産学官民による案件形成を通じた環境産業の活性化や国際貢献の推進 

●産学官で構成される川崎臨海部水素ネットワーク協議会等での水素インフラの構築

や水素需要の創出に向けた検討 

●臨海部の産業集積を活かした先進的研究開発や実証事業等の実施 

緑の保全・ 

創出・育成 

●公園緑地の魅力や利用者サービスの向上等に向けたパークマネジメントの視点に

立った市民、NPO法人、事業者等との連携 

・多様な担い手との連携による大規模公園緑地等の管理運営 

・管理運営協議会、公園緑地愛護会等地域住民による身近な公園緑地の管理運営

・公園緑地等を活用した保全活動団体等による環境学習の実施 

●地域住民や保全活動団体等が参画する公園緑地の整備計画や公園管理運営計

画、保全管理計画等の作成 

●事業者や教育機関等の参加協力による里山保全活動の実施 

●農業事業者等との連携による農を通じた里山保全活動の実施 

●大学との緑地管理手法の構築 

●市民・事業者との連携によるかわさき臨海のもりづくりの推進 

●市民・事業者・行政による広域的な緑と水景の保全・再生・創出・活用等の取組など

を行う多摩三浦丘陵広域連携事業の実施 

●NPO 法人との連携による多摩川の魅力の情報発信や環境学習の実施 

●まちづくり団体や大学、事業者等多様なステークホルダー（利害関係者）による多摩

川などにおける水辺の賑わい創出に向けたイベントの実施 

●NPO 法人との連携による福祉交流農園の運営 

大気や水などの

地域環境 

●事業者や市民等で構成されるかわさき自動車環境対策推進協議会を通じた交通環

境対策の推進 

●川崎市の道路沿道における大気環境の改善を目的とした大学との共同研究 

●他自治体等と連携した大気環境の改善を目的とした普及啓発活動の実施 

●市民活動団体との水環境体験教室等の開催 

●市民活動団体、事業者、大学・研究機関、国の関係機関、自治体などによる東京湾

及び流域における水質、生物の一斉調査や環境啓発活動等の実施 

●災害時における有害化学物質等の調査に係る事業者団体との連携・協力 

●地域における化学物質のリスク評価に係る独立行政法人との連携・協力 
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分野 取組内容 

廃棄物対策 

●廃棄物減量指導員との地域におけるごみの減量化・資源化の普及啓発 

●町内会等とのごみ分別排出の向上に向けた 3R 推進デーの実施 

●市民・事業者との資源集団回収の実施 

●生ごみリサイクルリーダーとの生ごみリサイクル講習会等の実施 

●多様な主体がごみ減量について意見交換する「ごみゼロカフェ」の開催 

●市民や市民活動団体等が参加する多摩川美化活動や統一美化清掃など美化運動

の推進 

●事業者との「海洋プラスチックごみ問題」の動画を活用した普及啓発 

●外食産業との食品ロスの削減に向けた普及啓発 

●フードバンク団体と連携したフードドライブの実施 

●EV ごみ収集車の導入に向けた事業者との共同実証実験の実施 

●災害廃棄物の処理等に係る事業者や他自治体との連携・協力 

環境保全全般 

●地域の環境保全活動全般を促進するための情報交流や協議を行う「環境パートナ

ーシップかわさき」の運営 

●環境技術開発に向けた事業者、大学、研究機関等との共同研究 

    イ 課題 

      市民活動団体や事業者など、多様な主体と協働・連携しながら、様々な環境保全に

向けた取組を推進してきた結果、地域の環境は大きく改善している。一方、少子高齢

化等社会状況の変化により、活動団体の高齢化や世代交代の停滞の問題が生じている

ところもあり、活動への支援を継続することに加え、協働・連携の持続性を確保する

ことが求められている。また、協働・連携の担い手も多様化しており、それぞれの特

徴を活かした柔軟な対応による取組が必要となっている。 

 ２ 現行計画の進捗状況 

   計画は、その進捗を年次報告書において毎年度評価している。直近の令和元（2019）年度

版における平成 30（2018）年度の状況では、6つの環境政策のうち、5段階評価（A～E）で 3

つの総合的な評価が「B」（目標を達成するなど施策が進捗している）、3つが「C」（おおむね

目標は達成している）となっている。 
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評価 ５ ：達成状況が対基準値、対前年度のいずれにおいても良い

（評価 4.5：達成状況が対基準値では良いが、対前年度は同値） 

評価 ４ ：達成状況が対基準値では良いが、対前年度では悪い 

（評価 3.5：達成状況が対基準値では同値だが、対前年度では良い）

評価 ３ ：達成状況が対基準値、対前年度のいずれも同値 

（評価 2.5：達成状況が対基準値では同値だが、対前年度では悪い）

評価 ２ ：達成状況が対基準値では悪いが、対前年値では良い 

（評価 1.5：達成状況が対基準値では悪いが、対前年度は同値） 

評価 １ ：達成状況が対基準値、対前年度のいずれにおいても悪い

【表 10 環境政策の達成状況】 

出所：「2019 年度版環境基本計画年次報告書等」 

※総合的な評価の達成区分

●達成状況 Ａ（指標平均 4.5～5.0） 
目標を大きく超えて達成するなど、施策が順調に進捗している。 

●達成状況 Ｂ（指標平均 3.5～4.4） 
目標を達成するなど施策が進捗している。 

●達成状況 Ｃ（指標平均 2.5～3.4） 
おおむね施策は進捗している。 

●達成状況 Ｄ（指標平均 1.5～2.4） 
施策は進捗しているものの、目標達成に向けた取組が必要である。 

●達成状況 Ｅ（指標平均 1.0～1.4） 
目標を下回るなど、目標達成に向けてはより一層の取組が必要である。 

※指標の評価イメージ

＊指標が上限に達している場合には、同値であっても良いとして評価 

環境政策 
指 標 評 価

総合的な評価

の達成区分

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5 平均値 2019 2018

地域から地球環境の保全に取り組む 

まちをめざす          
2    1    1 2.5 Ｃ Ｂ 

環境にやさしい循環型社会が営まれる

まちをめざす         
1  2      2 3.0 Ｃ Ｃ 

多様な緑と水がつながり、快適な生活 

空間が広がるまちをめざす
  2 1   1 2 7 4.2 Ｂ Ｂ 

安心して健康に暮らせるまちをめざす 
1  1 1 1  6 4.2 Ｂ Ｂ 

環境に配慮した産業の活気があふれ 

国際貢献するまちをめざす
1        4 4.2 Ｂ Ｂ 

多様な主体や世代が協働して環境保全

に取り組むまちをめざす  
4    2 1 1 2.7 Ｃ Ｃ 

合   計 9 0 4 1 2 1 4 3 21 ―

対前年度 

対基準値 

（対基準年度） 

－ ＝ ＋ 

－（悪い） １ 1.5 ２ 

＝（同値） 2.5 ３ 3.5

＋（良い） ４ 4.5 ５ 
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 ３ 市民・事業者の意識 

  （1）市民・事業者からの意見聴取状況 

     改定計画のめざすべき方向性や、環境に係る市民・事業者の意識等を把握するため、

川崎市は次のとおり意見聴取を行った。 

【表 11 市民・事業者の意見聴取状況】

実施時期 内容等 

平成 30

（2018）

年度 

平成 30（2018）年 9 月 ・市民を対象としたＷｅｂアンケート 

平成 30（2018）年 11 月

～ 

平成 31（2019）年 2 月 

・市民及び事業者を対象としたワークショップ等（「2050 年の川崎市の

姿」から、川崎市の環境施策のあり方や、各主体が果たすべき役割等を

テーマに意見交換） 

令和元

（2019）

年度 

令和元（2019）年 7 月 

～
令和元（2019）年 11 月

・各区ＰＴＡ協議会や大学生等を対象とした市民アンケート調査 

・事業者団体に所属する会員企業等を対象とした事業者アンケート調査

・街頭アンケート調査 

  （2）ワークショップ等における意見の反映 

     川崎市は、平成 30（2018）年度に、「2050 年の川崎市の姿」から、川崎市の環境施策

のあり方や、各主体が果たすべき役割等をテーマに、市民や事業者とワークショップ等

を実施した。ワークショップ等の中では、市民や事業者、子どもたちから、新しい計画

のめざすべき方向性に係る多数の意見が出されていた。それらの意見を踏まえ、その視

点を計画の改定の基本的な考え方に反映した。主なものは次のとおりである。 

【表 12 ワークショップ等の主な意見内容と反映した視点】

意見内容 反映した視点 

・スマートライフシティの実現 

・自然災害に強いまち 

・先端技術でクリーンエネルギー都市型地産地消の

まち 

・緩和策・適応策や環境分野に関連する

防災対策の推進等の取組に関する意見

として、その趣旨を基本方針や横断的・

総合的施策の考え方に組み込む 

・技術革新で環境悪化を防ぐまち 

・環境技術で環境問題に立ち向かうまち 

・ごみが全てリサイクルできる技術 

・環境技術を活用した取組を位置づける

ことの重要性を示す意見として、基本方

針や横断的・総合的施策の考え方に組

み込む 

・世界中の人が地球温暖化を防ぐ努力をしている。 ・協働・連携の必要性に関する意見とし

て、その趣旨を基本方針や横断的・総

合的施策の考え方に組み込む 

・全てのエネルギーが脱炭素で賄われているまち 

・川崎市をエコや、環境を守るような町にする！ 

・川崎の CO2 を最小限にする。 

・地球温暖化対策に係る計画の柱やそれ

を支える施策の考え方に、意見の視点・

取組姿勢を反映 

・産業（工業）と自然が調和するまち 

・人と自然にやさしいまち 

・川崎市を緑や生き物のあふれたまちにする。 

・緑の保全や生物多様性に係る計画の柱

やそれを支える施策の考え方に、意見

の視点・取組姿勢を反映 

・一人ひとりが環境保全にとりくむまち 

・きれい（リラックスできる）な空気をエコで作る！ 

・約 30 年後には、空気、水がきれいな川崎市がい

いです。 

・大気や水などの環境保全に係る計画の

柱やそれを支える施策の考え方に、意

見の視点・取組姿勢を反映 
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意見内容 反映した視点 

・ごみに「意識高い系」川崎市 

・ごみゼロ！！なまち 

・僕たちはむだにごみをだしているので、一人くらい

ならいいと考えるのはなく、一人一人が気をつけな

いといけないという気持ちの世界にしたい。 

・ごみの減量化・資源化に係る計画の柱

やそれを支える施策の考え方に、意見

の視点・取組姿勢を反映 

（3）アンケート調査結果における意見の反映 

平成 30（2018）年度及び令和元（2019）年度に川崎市が実施した各アンケート結果   

からは、市民・事業者の環境に対する様々な意識が見えてきた。特に、次の事項につい

ては、状況を踏まえ、改定計画において、意見の反映や対応の検討を図る必要があると

考える。 

    ア 計画や環境に係る情報発信の更なる充実 

平成 30（2018）年度に市民を対象に実施した Web アンケートにおいては、環境基  

本計画は約 7 割の市民に認知されていない状況にあった。また、環境に係る取組状況

については、どの項目についても「わからない」と回答した市民が 3～4 割に上り、  

十分に認識されていないことが示唆されていた。 

情報発信の更なる充実などの課題があるものと考えられる。 

    イ 環境教育・学習に取り組む機会や場の確保 

令和元（2019）年度に市民を対象に実施した街頭アンケートにおいては、自ら実践

している環境配慮行動のうち、「環境問題について学ぶ」では、子どもは 2 人に 1 人 

以上が実践していると回答していた。一方、大人は 4 人に 1 人程度が実践していると

回答していた。環境配慮行動の促進に向け、子どもたちだけでなく、家庭、職場、地

域、学校等の様々な場で、環境教育・学習に取り組む機会や場を確保していくことが

必要であると考えられる。 

    ウ 難解な用語を含む記述内容や見せ方への配慮 

令和元（2019）年度に市民を対象に実施したアンケート調査や街頭アンケートにお

いては、計画の内容や一部の用語を難しいと感じる意見・回答が散見された。新たな

計画においては、市民や事業者と施策や目標を共有する上で、環境施策の全体像を概

括的にわかりやすいものとなるよう、記述内容や見せ方も十分配慮することが求めら

れる。 

 ４ 社会状況の変化 

（1）将来人口推計 

川崎市は、国全体で人口が減少する中、増加が続いており、また、他都市と比べ人口

年齢は若い状況にある。しかし、令和 2（2020）年には、65 歳以上の人口比率が 21%を 

超える超高齢社会の到来が見込まれている。また、令和 12（2030）年には、人口が 158.7

万人でピークを迎えて減少に転じることが見込まれている。 
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※グラフの■色の箇所は、年齢 3区分別のピーク時の人口であることを示している。

【図 14 川崎市将来人口推計（平成 29（2017）年 5月）】 

出所：「川崎市将来人口推計（*3）」   

（2）東日本大震災等を契機とした国の災害・エネルギー対策 

東日本大震災の教訓から、国土強靭化基本法の制定など、国においては、災害に迅速

かつ的確に対応するための様々な取組を強化した。放射性物質に関する法令等も整備さ

れ、環境基本法をはじめとした環境関連法令が改正されている。

エネルギーを取り巻く状況については、省エネルギー対策や再生可能エネルギー導入

の強化・電力の小売全面自由化など需給両面で大きく変化している。

また、長期的に安定した持続的・自立的なエネルギー供給により、経済社会の更なる

発展と国民生活の向上、世界の持続的な発展への貢献をめざし、「第 5次エネルギー基本

計画」が平成 30（2018）年 7月に閣議決定されている。 

（3）気候変動対策の動向 

近年、気温の上昇や大雨の頻度の増加など、地球温暖化に伴う気候変動及びその影響

が日本各地で現れており、さらに今後、長期にわたり拡大するおそれがあるものとされ

ている。令和元（2019）年 9月の台風第 15号では、記録的な強風による長期的な停電が

発生するなどの被害が、同年 10 月の台風第 19 号では、71 の河川が決壊し、広範囲に浸

水や土砂崩れなどの被害が生じた。 

平成 27（2015）年に採択されたパリ協定においては、気温上昇を 2℃より十分に低く

抑え、さらに 1.5℃以内に向けて努力する目標を掲げ、今世紀後半の温室効果ガス排出と

吸収のバランスをめざすこととしている。また、気候変動への適応能力を向上させるこ

となどが規定された。直近では、パリ協定における運用ルールの策定をめざす国連気候

変動枠組条約締約国会議（COP25）が、令和元（2019）年 12月にスペインで開催された。

同会議においては、温室効果ガス削減目標の引き上げを各国に促す文書が採択されたが、

パリ協定の下で削減を進めるための詳細ルールについては合意が見送られた。 

国では、温室効果ガス排出量を「2013 年度比で 2030 年度に 26％削減する」という中

期目標や、環境、経済、社会の統合的な向上に資するような地球温暖化対策を組み込ん

＊3 川崎市総合計画 第 2 期実施計画の策定に向けた将来人口推計について http://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000087688.html 
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だ「地球温暖化対策計画」を平成 28（2016）年 5月に閣議決定した。 

また、気候変動への適応に向け、「気候変動適応法」が平成 30（2018）年 6月に制定さ

れ、同年 11 月に「気候変動適応計画」が閣議決定された。 

さらに、温室ガスの排出を実質ゼロとする「脱炭素社会」を国として初めて掲げ、今

世紀後半のできるだけ早期に実現することをめざすとした「パリ協定に基づく成長戦略

としての長期戦略」が令和元（2019）年 6月に閣議決定されている。 

（4）プラスチックごみ問題への対応 

   プラスチックごみについては、不適正な処理のため世界全体で年間数百万トンを超え

る陸上から海洋への流出があると推計されている。このままでは、2050 年までに魚の重

量を上回るプラスチックが海洋環境に流出することが予測されるなど、地球規模での環

境汚染が懸念されている。 

   令和元（2019）年 6月には、海洋プラスチックごみによる新たな汚染を 2050 年までに

ゼロにすることをめざす「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が、20 カ国・地域首脳

会議（G20 大阪サミット）において共有された。 

   国においては、資源・廃棄物制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化、アジア

各国による廃棄物の輸入規制等の幅広い課題に対応するため、3R＋Renewable（再生可能

資源への代替）を基本原則としたプラスチックの資源循環を総合的に推進するための戦

略「プラスチック資源循環戦略」を、令和元（2019）年 5 月に策定した。同戦略では、

2030 年までに、ワンウェイのプラスチック（容器包装等）を累積で 25％排出抑制するよ

うめざすことなどが位置づけられている。 

（5）情報通信技術（ICT）の急速な進展 

     ICT については近年急速に技術革新が進んでおり、国においては、サイバー（仮想）空

間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課

題の解決を両立する、新たな社会「Society 5.0」の実現をめざすものとしている。環境

分野においても、モノのインターネット（IoT）による様々なデータの収集・蓄積や、人

工知能（AI）の活用による現状把握及び将来推計・予測等が可能となってきている。ま

た、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）は、コミュニケーションツールと

してだけでなく、災害時においては重要な情報源として利用されるなど、様々な活用に

発展している。環境施策においても、ICT を活用した積極的な施策展開が必要な状況とな

っている。

  （6）持続可能な開発目標（SDGs） 

地球規模で人やモノ、資本が移動するグローバル経済の下では、一国の経済危機が瞬

時に他国に連鎖するのと同様、気候変動、自然災害、感染症といった地球規模の課題も

グローバルに連鎖して発生し、経済成長や社会問題にも波及して深刻な影響を及ぼす時

代になってきている。  

このような状況を踏まえ、平成 27（2015）年 9月に国際連合において、先進国と開発

途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として、「持続可能な開発のため
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の 2030 アジェンダ」（以下「2030 アジェンダ」という。）が採択された。  

2030 アジェンダは、世界全体の経済、社会及び環境の三側面を、不可分のものとして 

調和させる統合的取組として作成され、この中に「持続可能な開発目標」（以下「SDGs」

という。）として 17 のゴール（目標）と 169 のターゲットが掲げられている。また、政

府や民間セクター等のあらゆる主体を動員して取組を推進するとし、地方自治体等も密

接に実施に取り組むとされている。 

  （7）国の第五次環境基本計画 

     国においては、国際社会全体の課題に対し国として取り組む必要があるとの認識の下、

関係行政機関相互の緊密な連携を図り、SDGs を総合的かつ効果的に推進するため、平成

28（2016）年 5 月、「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部」を内閣に設置した。また、

「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」を策定し、優先課題として「省・再生可能エネ

ルギー、気候変動対策、循環型社会」、「生物多様性、森林、海洋等の環境の保全」など環

境分野の項目を掲げ、具体的な取組を整理している。 

     経済面では、ESG 投資など、機関投資家が企業の環境面への配慮を投資の判断材料の一

つとして捉える動きが拡大している。 

     このような状況を踏まえ、グリーンな経済システムの構築、国土のストックとして  

の価値の向上、地域資源を活用した持続可能な地域づくり等の様々な政策課題の同時達

成を実現し、「環境・経済・社会」の統合的向上に資する対策・施策が盛り込まれた「第

五次環境基本計画」が平成 30（2018）年 4月に閣議決定された。 

     国の第五次環境基本計画では、SDGs は「複数の課題を統合的に解決することをめざす

こと、１つの行動によって複数の側面における利益を生み出すマルチベネフィットをめ

ざすこと、という特徴を持っている」とし、「SDGs の考え方も活用し、環境・経済・社会

の統合的向上の具体化を進めることが重要である」としている。 

     また、「地域に着目し、地域の視点を取り入れ、SDGs の考え方を活用して地域における

各種計画の改善に資するようなものにすることが必要である」としている。 

   ※川崎市においては、平成 31（2019）年 2月に、「川崎市持続可能な開発目標（SDGs）推進

方針」を策定し、取組を推進している。また、総合計画をはじめとした川崎市が推進す

る取組と SDGs 推進の方向性が合致したことから、令和元(2019)年 7月 1日に内閣府から

「SDGs 未来都市」に選定されている。 

【図 15 「持続可能な開発目標（SDGs）」】
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５ 計画の改定において反映するべき視点 

川崎市の環境の現状や市民・事業者の意識、社会状況の変化等を踏まえると、SDGs の視点

を活用しながら、地域課題の解決とともに、地球規模の環境課題の解決にも貢献する取組を

推進するべきであり、計画の改定においては、次のような視点を反映するべきである。 

   ◎ 環境の現状 

    ● 地球温暖化及び気候変動

      温室効果ガス排出量の更なる削減、再生可能エネルギーの更なる導入とエネルギー

の最適利用、気候変動の影響に対応する適応策の推進など

    ● 自然環境

      減少傾向にある緑地等の保全・創出・育成、緑が持つ多様な効用の一層の向上、生

物の生息を支える基盤となる水と緑のネットワークの形成・充実など

    ● 大気や水などの地域環境

      地域の特性を踏まえた取組の推進、広域的な課題への対応、環境改善に係る市民実

感度の向上など

    ● 廃棄物の発生等

      家庭系及び事業系ごみの更なる減量化・資源化、安定的な廃棄物処理体制の構築、

災害廃棄物など社会状況の変化に伴う諸課題への対応など

    ● 協働・連携

      協働・連携の持続性の確保、担い手の多様化に対応した取組の推進など

   ◎ 市民・事業者の意識 

    ● 情報発信の更なる充実 

    ● 様々な世代の環境教育・学習に取り組む機会の確保 

    ● わかりやすい計画づくり 

   ◎ 社会状況の変化 

    ● 人口減少・超高齢社会等社会状況の変化への的確な対応

    ● 災害・エネルギー対策への対応

    ● ICT を活用した積極的な施策展開 

    ● プラスチックごみ問題への対応 

    ● 多様な主体による SDGs の視点を取り入れた取組の推進 

    ● 環境・社会・経済の統合的向上に資する取組の推進 
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Ⅲ 計画の理念 

 １ 基本構想におけるめざす都市像とまちづくりの基本目標 

   我が国は、長く続く低成長や超高齢社会の到来により、国・地方を通じた財政状況の悪化

と生産年齢人口の減少というかつてない困難に直面している。これは、政令指定都市の中で

は比較的市民の平均年齢が若い都市である川崎市においても、今後の 30年程度を展望したと

きに避けて通れない課題となっている。 

こうした局面において、これまで幾多の困難を乗り越えてきた川崎市の役割と責任は、ま

すます重要性を増している。その伝統と精神を継承しながら、世界に冠たる技術や人材など、

これまで蓄えた市民や企業・研究機関・行政等が持つかけがえのない財産を活かして、更な

る持続的な発展に向けて、社会全体で挑戦し続けなければならない。

川崎市の基本構想では、このような状況を踏まえ、めざす都市像として「成長と成熟の調

和による持続可能な最幸のまち かわさき」を掲げ、まちづくりの基本目標を「安心のふる

さとづくり」「力強い産業都市づくり」としている。

   また、「市民生活を豊かにする環境づくり」をはじめとした 5つの基本政策を掲げ、めざす

都市像等の実現に向け、取組を進めることとしている。

 ２ めざすべき環境像 

   川崎市基本構想におけるめざす都市像等や環境の現状、市民・事業者、子どもたちからの

意見、社会状況等を踏まえ、改定計画の「めざすべき環境像」の考え方を次のとおり示す。

「地球環境都市」とは、①「市民一人ひとりが、環境から多大な恩恵を受けていること、

環境に対し負荷を与えていることを認識しながら、多様な主体との協働・連携により、持続

可能なまちづくりに取り組んでいる都市」、②「蓄積された高度な環境技術・経験を活かし、

技術と社会の革新に寄与していく『環境イノベーション』の実現に向けた取組が進められて

いる都市」、③「地域の環境保全のみならず、地球規模の環境課題の解決に向け、大きく貢献

している都市」のことをいい、環境先進都市である川崎市がめざすべき新たな都市の姿を示

したものである。

私たちは、大気や水、緑や土壌など、様々な自然の恵みからなる環境の中にいるが、これ

まで、生活の利便性などを求め、資源、エネルギーなどを大量に消費する社会経済活動を続

け、環境に対して多大な負荷をかけてきた。

特に、地球温暖化に関しては、世界の平均気温が上昇しており、非常に強い台風やいわゆ

るゲリラ豪雨、猛暑日・熱帯夜の増加など、身近なところに様々な気候変動の影響が現れて

いる。令和元（2019）年 10 月には、過去最大級の勢力で日本に上陸し、各地に大きな爪痕を

残した台風第 19 号により、川崎市にも甚大な被害が生じた。 

豊かな未来を創造する地球環境都市かわさきへ 
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川崎市には、これまで、公害問題や緑地等の保全など、様々な環境問題について、全国に

先駆けて市民・事業者とともに取組を進めてきた協働・連携の実績と、蓄積された高度な環

境技術・経験があり、市民・事業者・行政が一体となって、地球環境の改善に貢献する取組

を推進してきた。いわば、「地球環境都市」をめざした取組をこれまで推進してきた。 

また、めざすべき環境像の検討に当たり、川崎市は、市民や事業者、子どもたちを対象に、

ワークショップ等を実施した。ワークショップ等は、約 30 年後の 2050 年、川崎市の環境を

こうしたいという視点で行われた。そこで出された意見からは、「地球環境」「自然環境」「地

域環境」「生活環境」「都市環境」など、それぞれが大切であると考えた川崎市の豊かな「環

境」の姿が見えてきた。

さらに、川崎市は、平成 28（2016）年に、「Colors，Future！いろいろって、未来。」とい

うブランドメッセージを策定した。ブランドメッセージは、いろいろな、多様性に満ちたこ

の川崎が、これからも多様性は可能性だということを信じて、それを私たちのまちの誇りと

して伝えていきたいという思いを込めて策定したものである。 

【図 16 川崎市ブランドメッセージ及びロゴ】

川崎市は、これまで様々な環境問題に真摯に取り組み、時代を切り開いてきた。だからこ

そ、今後も、多様性の視点を大切にしながら、将来にわたって市民が生活の中で川崎にある

環境の豊かさを実感できるまちづくりを推進し、新たな時代を切り開いていくべきである。

このような考え方を踏まえ、「豊かな未来を創造する地球環境都市かわさきへ」を「めざすべ

き環境像」として掲げたものである。

 ３ 基本方針 

   「めざすべき環境像」の実現に向け、今後約 10年間の取り組むべき改定計画の基本方針を、

次のとおり設定するべきである。 

  （1）力強くしなやかで持続可能な都市づくりに取り組む 

     大気、緑、水、土壌、資源など、様々な自然の恵みは循環や再生を繰り返しながら、私

たちの生命を支え続けている。私たちが人間らしくすこやかに暮らしていくためには、

様々な環境資源への理解と共生が不可欠である。よって、地球環境の保全や自然共生社
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会の構築など、良好な環境の保全及び創出に向け、取組を引き続き推進する必要がある。 

一方、気温上昇や大雨の頻度の増加など既に現れている気候変動による影響や中長期

的に避けられない影響への対応、大規模災害への備え等が求められている。また、少子

高齢化や人口減少など、環境分野においても、社会状況の変化に対応した取組が求めら

れている。 

     市民・事業者のワークショップでは、「スマートライフシティの実現」や「自然災害に

強いまち」、「先端技術でクリーンエネルギー都市型地産地消のまち」などといった、多

様な課題への解決にも貢献する統合的な取組に係る意見が出されていた。 

このような状況を踏まえ、複合的な視点による環境施策の展開や、緩和策・適応策の

推進、環境分野に関連する防災・減災対策の推進など、力強くしなやかで持続可能な都

市づくりに取り組むべきである。 

  （2）川崎の潜在力を活かし、環境イノベーションの推進を図る 

川崎市には、約 400 の研究開発機関が立地し、新川崎地区やキングスカイフロント等

の研究開発機関集積地区を有するなど、産業振興・イノベーションを推進する基盤があ

る。また、低炭素・公害対策・資源循環・エネルギー等に係る多くの環境技術・産業が集

積されており、優れた潜在力がある。さらに、川崎国際環境技術展などを通じ、環境分

野における優れた技術やノウハウを国内外に広く情報発信するなど、環境関連産業の振

興・育成に向けた取組を進めている。 

一方、少子高齢化などといった社会状況の変化への的確な対応に向け、AI、IoT など

ICT を積極的に活用し、スマートライフスタイルへの転換や都市機能を活用したエネル

ギー利用の集約化・効率化などの取組が求められている。 

市民・事業者のワークショップや子どもたちからの意見では、「技術革新で環境悪化を

防ぐまち」や「環境技術で環境問題に立ち向かうまち」、「ごみが全てリサイクルできる

技術」など、様々な環境問題への対応に当たり、環境技術のイノベーションにより課題

を解決するといった意見が多数出されていた。 

このような状況を踏まえ、川崎の強みと特徴である蓄積された高度な環境技術・経験

を活かし、新たなエネルギー環境の構築に向けた開発など、産業集積による新技術・新

製品の創出・普及を積極的に推進していくべきである。特に、水素や再生可能エネルギ

ー等の普及は、災害時のエネルギー源の確保にもつながることから、安全・安心なまち

づくりへの寄与の観点からも推進するべきである。また、地域環境の様々な情報の見え

る化や、インターネットを通じてモノや場所などを共有して資産等の有効活用を図るシ

ェアリング・エコノミーの促進など、ICT を積極的に活用し、市民や事業者の新たな環境

配慮につながる仕組みづくりを推進するべきである。併せて、環境技術を活かした国際

貢献などの取組も進めていくべきである。これらの取組を推進することにより、川崎の

潜在力を活かし、環境イノベーションの推進を図るべきである。 

  （3）これまで培
つちか

った「協働の精神」を次の世代へ引き継ぐ 

川崎市には、大気環境の改善に向けた仕組みづくりをはじめ、緑地等の保全活動やご

みの減量化・資源化の促進、地域からの地球温暖化対策など、市民・事業者・行政が協
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働・連携しながら様々な環境問題に取り組んできた実績がある。基本条例においても、

平成 3（1991）年に制定された当時から、川崎市の環境政策の基本原則の一つに、「市民

の参画と協働」を明確に位置づけている。このような長年にわたって積み重ねてきた川

崎市の環境問題への取組姿勢は、重要な資源であり、その源泉には、各主体が互いに尊

重し、対等な関係に立って協力して環境問題への解決に取り組んできた「協働の精神」

がある。 

環境問題は多様化・複雑化しており、その対応に当たっては、多様な主体との協働・

連携による取組が不可欠である。また、子どもたちからの意見でも、「世界中の人が地球

温暖化を防ぐ努力をしている。」など、地球温暖化という問題に全体で取り組んでいく必

要があるといった意見も出されている。環境問題に様々な人々が連携して取り組んでい

くという意識の醸成を、環境教育・学習を通じ、併せて図ることも極めて重要である。

さらに、身近な環境保全活動の促進やグリーンコミュニティの形成等を通じた取組によ

り、地域コミュニティの活性化や、地域における共生意識の醸成といった取組を推進し

ていくことも強く求められている。 

一方、Web アンケート結果からは、環境に係る取組状況が市民に十分認識されていない

ことなどが示唆されており、市民の環境に対する関心の向上に向けた取組も非常に重要

となる。現在の環境が様々な人の努力で支えられていることを知ることは、川崎市の環

境政策への理解・協力の向上にもつながる。 

このような状況を踏まえ、市民・事業者・行政が一体となってこれまで培ってきた「協

働の精神」を、次の世代へ引き継いでいくべきである。 

 ４ 計画の柱（環境要素）及び目標・指標 

基本条例第 8条第 2項第 1号に基づき、改定計画が対象とする環境要素を、次のとおり環

境の各分野の取組の方向性を示した計画の柱として位置づけ、それぞれ目標を設定するべき

である。 

また、計画の柱で設定した目標の達成に向け、それぞれの進捗を把握するため、分野別計

画で特に重要性の高いものを指標として設定し、点検・評価を行っていくべきである。

  （1）脱炭素化 

【目標】 

温室効果ガス排出量を最終的に実質ゼロにすること（脱炭素化）の実現を見据え、地球

環境の保全に向けた取組が進められていること 

   【指標】 

    ・温室効果ガス排出量【めざす方向：令和 12（2030）年度までに平成 2（1990）年度比

30％以上削減、平成 25（2013）年度比 20％以上削減】 

    ・再生可能エネルギー導入量【めざす方向：現状より増加すること】 
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  （2）自然共生 

【目標】 

緑の保全、創出、育成及び活用が進められ、水と緑のネットワークが市域全体に広がり、

生物多様性が確保されるなど、都市と自然が調和した自然共生社会の構築に向けた取組が

進められていること

   【指標】 

    ・緑地（樹林地・農地）の保全面積【めざす方向：令和 9（2027）年までに樹林地は 300ha、 

農地は 343ha】 

    ・公園緑地面積【めざす方向：令和 9（2027）年度までに 830ha】 

・市街地における緑化地面積【めざす方向：令和 9（2027）年度までに 1,082ha】 

  （3）大気や水などの環境保全 

【目標】 

大気や水などのきれいさや安全性が守られているとともに、化学物質の環境リスクが低

減されるなど、良好な地域環境の保全に向けた取組が進められていること 

   【指標】 

    ・環境基準等の達成状況【めざす方向：環境基準等の達成】 

    ・PRTR 制度対象事業所から排出される対象化学物質の総排出量 

     【めざす方向：現状を維持】 

※上記の考え方は、現行計画などを踏まえて整理したものであるが、「（仮）大気・水

環境の基本計画」の今後の検討状況を踏まえ、改めて設定するべきである。 

  （4）資源循環 

【目標】 

リサイクル（再生使用）はもとより、より環境負荷が少ない 2R（リデュース（発生抑制）・

リユース（再使用））の取組に重点を置き、限りなくごみをつくらない、循環型社会の構築

に向けた取組が進められていること 

   【指標】 

    ・市民 1人当たりの 1日ごみ排出量【めざす方向：令和 7（2025）年度までに市民 1人当

たりの 1日ごみ排出量を 898ｇまで削減】 

    ・ごみ焼却量【めざす方向：令和 7（2025）年度までにごみ焼却量を 33 万トンまで削減】 

    ・資源化率（家庭系）【めざす方向：現状より増加すること】 
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 ５ 計画の理念イメージ図 

めざすべき環境像や基本方針、計画の柱のそれぞれの関係等を踏まえ、改定計画の理念を

イメージ化した図を次のとおり示す。 

【図 17 計画の理念 イメージ図】 

「地球環境都市」とは、①「市民一人ひとりが、環境から多大な恩恵を受けていること、環境に

対し負荷を与えていることを認識しながら、多様な主体との協働・連携により、持続可能なまち

づくりに取り組んでいる都市」、②「蓄積された高度な環境技術・経験を活かし、技術と社会の革

新に寄与していく『環境イノベーション』の実現に向けた取組が進められている都市」、③「地域

の環境保全のみならず、地球規模の環境課題の解決に向け、大きく貢献している都市」のこと

をいい、環境先進都市である川崎市がめざすべき新たな都市の姿を示したものである。 
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Ⅳ 基本的施策 

 １ 基本的施策の体系 

   基本条例第 8 条第 2 項第 2 号に基づき、計画の理念の実現に向け、改定計画が実施する施

策の体系を基本的施策とし、次のとおりとするべきである。 

計画の理念 

めざすべき 

環境像 
基本方針 計画の柱 
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③
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資源循環 
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基本的施策 

基本方針に基づく 

横断的・総合的な施策 
計画の柱を支える施策 

③
環
境
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の
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進
と
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と
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携
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地域からの地球温暖化対策の推進 

再生可能エネルギー等の導入と 

エネルギーの最適利用 

気候変動の影響への適応 

都市と自然が調和 

した自然共生社会の

構築に取り組む 

緑の保全・創出・育成及び活用 

水と緑のネットワークの形成・充実 

生物多様性の保全 

快適に暮らせる 

大気や水などの環境

づくりに取り組む 

良好な大気環境の保全及び共創 

良好な水環境の保全及び共創 

適正な化学物質管理の推進 
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安全かつ安心な生活環境づくりの推進 
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 ２ 基本方針に基づく横断的・総合的な施策 

   改定計画においては、めざすべき環境像の実現に向け、基本方針として、「① 力強くしな

やかで持続可能な都市づくりに取り組む」、「② 川崎の潜在力を活かし、環境イノベーショ

ンの推進を図る」、「③ これまで培った『協働の精神』を次の世代へ引き継ぐ」の 3 つを設

定するべきとしている。

   これらの基本方針の考え方を踏まえるとともに、複合的な課題の解決にも寄与することを

見据え、次の 3 つの施策を基本方針に基づく横断的・総合的な施策と位置づけ、取組を推進

するべきである。 

  （1）「環境施策を通じて多様な課題に応える地域づくりに向けた取組の推進」 

    【施策の方向性】 

     基本方針①の「力強くしなやかで持続可能な都市づくりに取り組む」を踏まえ、多様

化・複雑化する環境問題に対し、施策をより効果的に展開し、気候変動等地球規模の環

境問題といった社会の課題解決とともに、健康維持や防災・減災対策等の地域課題の解

決にも貢献することを見据え、統合的な取組を推進するべきである。特に、気候変動や

防災・減災への対応に当たっては、自然環境が有する機能の活用等含め、庁内関係部局

等が連携を密にして取り組んでいくべきである。

    【施策内容】 

【複合的な視点による環境施策の展開】 

 環境に係る取組が、地域の課題の解決にも貢献するなど、複合的な視点によ

る環境施策の展開を図る。

 具体的には、都市の魅力創出や健康維持、福祉などの課題解決にもつながる

取組を推進する。

≪取組例≫

・緑を「自然環境」、「文化・歴史」、「都市の魅力と活力」、「防災」及び

「少子高齢化への対応」の視点に沿って活用し、まちの賑わい創出や地

域コミュニティの強化など、緑が持つさまざまな効用を発揮する取組を

推進する。 

・自転車の利活用の推進や ICT を活用した柔軟な働き方、国産木材の利

用促進など、温室効果ガス排出量の削減を図りつつ、健康増進や働き方

改革、木材を産出する地域の森林管理への寄与等、多様な課題の解決に

も貢献する取組を推進する。 

・家庭で使いきれない未使用食品を集め、食糧支援を必要としている福

祉施設等へ寄付するフードドライブなどといった、ごみの減量化に向け

た取組を通じ、社会への貢献も図る。



－36－ 

【緩和策・適応策の推進】 

 市民一人ひとりの省エネ行動や廃棄物の 3R の実践などエコ暮らし（環境配

慮型ライフスタイル）への転換や、低炭素型のビジネススタイルの構築、再

生可能エネルギーの導入、緑地の保全・緑化等の推進など、温室効果ガス排

出量を削減する緩和策を推進する。

 気温上昇や大雨の頻度の増加など既に現れている影響や中長期的に避けられ

ない影響に対して、川崎市の環境の実情や特性等に応じて、緑地の保全や水

循環の確保などによる治水・水害対策、熱中症対策、感染症対策、暑熱対策

（緑地の保全や水循環の確保、風の道の形成等のヒートアイランド対策を含

む。）など、気候変動への適応策を推進する。

【防災・減災対策の推進】 

 市民の安全・安心な暮らしを守るため、災害時にも活用できる多様なエネル

ギー源の創出や、公園や農地等が持つ役割に着目した多様な防災機能の向上

及び活用、災害廃棄物対策など、川崎市の環境の実情や特性等に応じて、環

境分野における防災・減災に向けた取組を推進する。 

 川崎市内の災害リスクや地域の状況等を踏まえ、災害廃棄物対策など、庁内

関係部局等と綿密に連携した取組を推進する。 

 東日本大震災に伴う放射性物質による環境への影響について、安全・安心な

市民生活の確保に向けた取組を継続していく。

 （2）「地域資源を活用した環境イノベーションにつながる取組の推進と国際社会への貢献」 

    【施策の方向性】 

     基本方針②の「川崎の潜在力を活かし、環境イノベーションの推進を図る」を踏まえ、

川崎市にある地域資源を活用した新たな環境技術の創出・普及や環境産業の振興、市民

や事業者の新たな環境配慮につながる仕組みづくりなど、環境イノベーションにつなが

る取組を推進するべきである。また、川崎市の強みである環境技術を海外に展開するな

ど、地球環境保全に向け、国際貢献の推進や川崎市の環境に対する取組を海外に発信す

るべきである。
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    【施策内容】 

【地域資源を活用した環境イノベーションにつながる取組の推進】

 環境技術を有する企業の集積やエネルギー施設の集積等、川崎市の特徴を活

かし、最先端の環境技術の研究開発、実証試験を支援する。 

 臨海部の産業集積を活かし、エネルギーの最適利用や AI、IoT 等の利活用な

どの積極的導入や社会実装を進め、低炭素型エリア構築に向けたモデル事業

等を展開する。 

 ICT を積極的に活用し、地域環境の様々な情報の見える化や、SNS 等を通じた

シェアリング・エコノミーの促進など、市民や事業者の新たな環境配慮につ

ながる仕組みづくりを推進する。 

【国際貢献の推進】

 国際的な環境保全活動への支援・連携や優れた環境技術の海外移転の促進な

ど、国際社会への貢献に向けた取組を推進する。

 地球環境の保全に貢献する川崎市の取組について、積極的な情報発信を行っ

ていく。

  （3）「環境教育・学習の推進と多様な主体との協働・連携の充実・強化」 

    【施策の方向性】 

     基本方針③の「これまで培った『協働の精神』を次の世代へ引き継ぐ」を踏まえ、市

民一人ひとりが高い環境意識を持ち、地球環境都市をめざしていく上で、何よりも重要

なのが、エコ暮らしなど環境配慮行動を促す仕組みの基盤ともなる環境教育・学習であ

る。その取組に当たっては、子どもたちだけでなく、家庭、職場、地域、学校等様々な場

で、川崎市のこれまでの取組や、ESD（持続可能な開発のための教育）、SDGs の考え方も

含め、環境教育・学習を系統的かつ統合的に推進するべきである。また、環境教育・学

習を効果的に推進していくためには、多様な主体との協働・連携が必要不可欠であり、

その充実・強化に向けた取組を推進するべきである。さらに、市民や事業者の環境に対

する関心を向上させ、環境教育・学習や地域の環境保全活動への各主体の積極的な参加

を促すため、情報発信の強化に向けた取組を推進するべきである。
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    【施策内容】 

【環境教育・学習の推進】  

 持続可能な社会の実現につながる具体的な行動を自ら考え、実践できる人材

の育成を図るため、ESD や SDGs の考え方も含め、市民・事業者・行政が連携

し、地域全体で環境教育・学習を推進する。 

 学校などにおいて複合的な視点での環境教育・学習の展開を図る。

 川崎市職員を含め、環境学習活動や環境保全活動等を率先して行う人材の育

成に向けた取組を推進する。

 環境教育・学習に係る拠点・施設の充実を図る。

【多様な主体との協働・連携の充実・強化】 

 市民・事業者など多様な主体が実施している様々な活動等との連携を図り、

いろいろな場面で市全体に環境保全活動が展開・拡大する取組を推進する。

 将来的な人口減少・少子高齢化などにより、地域活動の担い手の不足が見込

まれることから、身近な環境保全活動の促進やグリーンコミュニティの形成

等を通じ、地域コミュニティの活性化や、地域における共生意識の醸成を図

り、地域包括ケアシステムの構築にも資する取組を推進する。

 各主体の積極的な参加を促すため、市民や事業者の環境に対する関心向上に

資する効果的な情報発信に向け、環境に係る関心を持ちやすい課題設定・伝

え方の工夫を図るとともに、ICT を活用した双方向コミュニケーションの拡

充を図る。

  （4）SDGs の考え方の活用 

     国の第五次環境基本計画では、SDGs の 17 のゴール及び 169 のターゲットには、「地球

環境そのものの課題及び地球環境と密接にかかわる課題に係るゴールが数多く含まれて

おり、これは地球環境の持続可能性に対する国際的な危機感の表れ」とされている。ま

た、「SDGs の実現は、地域の課題解決にも直結するものであると考えられる」とされてい

る。 

     改定計画においては、多様な主体が SDGs の考え方を取り入れ、活用することにより、

地域課題の解決とともに、地球規模の環境課題の解決にも貢献していくということを認

識しながら、取組を推進していくということが非常に重要であると考えられる。 

     複合的な視点による環境施策の展開や環境教育・学習の推進、協働・連携の充実など、

横断的・総合的な施策については、次のような SDGs のゴールやそのターゲットの視点も

取り入れながら、取組を推進していくべきである。 

≪関連する SDGs のゴール≫ 
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 ３ 計画の柱を支える環境の各分野の基本的施策 

   計画の柱を支える環境の各分野の基本的施策を、次のとおり設定するべきである。

  (1)「脱炭素化を見据えた地球環境の保全に取り組む」 

    【施策の方向性】

温室効果ガス排出量については、パリ協定などを踏まえ、更なる削減が求められる状

況にあり、増加傾向にある民生部門や川崎市の二酸化炭素排出量の 7 割以上を占める産

業系などについての対策が必要となっている。 

温室効果ガス排出量を最終的に実質ゼロにすること（脱炭素化）の実現を見据え、多

様な主体との協働・連携の下、環境配慮型ライフスタイルへの転換などの実践行動を着

実に推進し、地球環境の保全に取り組むべきである。また、川崎市の強みと特徴である

環境技術・産業を活かした取組を通じ、環境保全と経済成長の両立を図りながら、温室

効果ガス排出量の削減に向けた取組を推進するべきである。さらに、川崎市で取組が進

められている水素などの次世代エネルギーの利活用や、市民生活の質の向上を見据えた

ICT の活用によるエネルギー管理など、再生可能エネルギー等の導入とエネルギーの最

適利用を進めるべきである。こうしたエネルギー源の多様化を進めることにより、災害

時も含めたエネルギーの安定供給の確保にも寄与する必要がある。一方で、気温上昇や

異常気象の増加などの温暖化の影響による気候変動が顕在化してきており、川崎市の実

情を踏まえた、適応策の取組を進めるべきである。

    【施策内容】 

●地域からの地球温暖化対策の推進 

 市民生活における温室効果ガス排出量の削減に向け、市民一人ひとりの節電

や省エネ機器等の選択など環境配慮行動の定着を図り、エコ暮らしへの転換

に向けた取組を推進する。 

 事業活動における温室効果ガス排出量の削減に向け、事業所における再生可

能エネルギーなどの利用や、環境性能の優れた設備等の導入、エネルギーの

効率的な利用、中小規模事業者に対する支援など、環境保全と経済成長の両

立を図りつつ、低炭素型ビジネススタイルの普及・定着を図る。また、市役

所も市内の大規模事業者の一つとして、市施設における温室効果ガス排出量

削減に向け、率先的に取組を推進する。 

 交通における温室効果ガス排出量の削減に向け、環境にやさしい交通ネット

ワークの整備や公共交通機関の利便性向上を進める。また、電気自動車（EV）

や燃料電池自動車（FCV）などといった次世代自動車等の普及を推進する。 
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●再生可能エネルギー等の導入とエネルギーの最適利用 

 自立分散型の電源としても活用できる太陽光発電をはじめとする再生可能エ

ネルギーの導入を推進する。 

 高効率機器の導入、ICT を活用したエネルギー管理などによるエネルギーの

最適利用を推進する。 

 様々な都市機能の効率的な集約化等による環境にやさしく利便性の高いコン

パクトな都市の形成や、開発事業における環境配慮など、エネルギーが効率

的に利用される都市づくりを推進する。 

 川崎市の特徴を活かした水素などの次世代エネルギーの利用を推進するとと

もに、廃棄物発電の活用など、未利用エネルギーなどの活用も進める。 

 新築建築物の省エネルギー化や ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）等

ゼロエネルギー建築物などの普及、既存建築物のエネルギー性能の向上に向

けた取組を推進する。 

●気候変動の影響への適応 

 気温上昇や大雨の頻度の増加など既に現れている影響や中長期的に避けられ

ない影響に対して、川崎市の実情や特性等に応じて、緑地の保全や水循環の

確保などによる治水・水害対策、熱中症対策、感染症対策、暑熱対策（緑地

の保全や水循環の確保、風の道の形成等のヒートアイランド対策を含む。）な

ど、気候変動への適応策を推進する。

 気候変動適応法に基づく地域気候変動適応センター機能の確保に向けた検討

など、気候変動に関する情報の収集・整理や調査研究等の取組を推進する。

    【施策の推進による他分野への効果】 

     緩和策や適応策を推進することは、防災・減災など、市民の安全・健康な暮らしや、

安定的な事業活動環境の確保などにも寄与していくことが期待される。また、自転車の

利活用の推進や ICT を活用した柔軟な働き方、国産木材の利用促進などの取組は、温室

効果ガス排出量の削減を図りつつ、健康増進や働き方改革、木材を産出する地域の森林

管理への寄与等、多様な課題の解決への貢献にもつながる。

   【SDGs の考え方の活用】 

     緩和策や適応策など、地球温暖化対策は、地域課題だけでなく、地球規模の環境課題

への解決に直接資するものであり、施策の展開に当たっては、次のような SDGs のゴール

やそのターゲットの視点も取り入れながら、取組を推進していくべきである。 

≪関連する SDGs のゴール≫ 
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【私たちができること（環境配慮指針）】 

CO2 などの温室効果ガス排出量を削減し、地球環境の保全に向けた取組を推進するため、

家庭や職場等の様々な場面で、省エネルギー対策の徹底や再生可能エネルギーの活用など

の取組が求められることから、次のような行動例を、指針として示すべきである。

分野
環境配慮指針（行動例）

市民 事業者 川崎市

地域からの地球

温暖化対策の推

進

・電気、水道、ガス等の使

用量の削減に努める。 

・環境配慮製品を選択す

る。（省エネ設計の製品な

ど） 

・公共交通機関や自転

車、徒歩による移動に努

める。 

・省資源・省エネルギーを

実践し、温室効果ガス排

出量の削減につながる事

業活動を実施する。 

・市施設における温室効

果ガス排出量の削減や公

用車における次世代自動

車の導入の推進など、地

球温暖化対策に率先して

取り組む。 

・市民・事業者等による省

エネルギー等行動を支援

する。 

再生可能エネル

ギー等の導入と

エネルギーの最

適利用

・再生可能エネルギーを

積極的に活用するよう努

める。（太陽光、太陽熱、

バイオマスなど） 

・エネルギーを効率よく利

用する設備機器の導入に

努める。（HEMS（家庭の

エネルギーマネジメントシ

ステム）、家庭用燃料電

池、蓄電池など） 

・再生可能エネルギーの

利用や、コージェネレー

ションシステム、エネルギ

ーマネジメントシステムの

導入に努める。 

・再生可能エネルギー等

の市施設への導入や、高

効率機器の導入等、省エ

ネルギー・創エネルギー・

蓄エネルギーの総合的な

取組を推進する。 

気候変動の影響

への適応

・熱中症、感染症の予防

に取り組む。 

・地域での防災訓練に取

り組む。 

・事業継続計画（BCP）を

作成し、災害による被害

の回避・低減に努める。 

・治水・水害対策など、地

域の実情や特性等に応じ

て、気候変動への適応策

を総合的に推進する。 

・気候変動における影響

やリスクについて科学的

知見を蓄積するとともに、

必要な情報を提供する。 

協働・連携

・エコを楽しく学べる参加型イベントを実施・参加する。 

・市民活動団体、事業者等とそれぞれの特徴や強みを活かした環境教育・学習を実

施する。 
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  (2) 「都市と自然が調和した自然共生社会の構築に取り組む」 

    【施策の方向性】 

     川崎市は、多摩丘陵や多摩川崖線に存する樹林地や農地、多摩川をはじめとする河川

や湧水、東京湾など多様な環境資源に恵まれた地域である。市民・事業者・行政の協働・

連携により、緑の保全・創出・育成に向けた取組を継続して推進するとともに、水と緑

のネットワークの形成・充実を図るべきである。また、市域に生息する生物の生息・生

育地の保全・創出に向け、生物多様性の保全に努め、身近に生き物とふれあえる機会の

確保など、取組を推進するべきである。さらに、少子高齢化やライフスタイルの多様化

など、社会状況等の変化を踏まえ、緑を活用した地域コミュニティの強化やまちの賑わ

い創出など、緑が持つ多様な効用を一層高める取組を推進するべきである。

     これらの取組を総合的かつ持続的に推進することにより、自然環境が有する機能を社

会における様々な課題解決や、魅力と活力あるまちづくりに活用し、緑の社会基盤であ

る「グリーンインフラ」の構築につなげていくべきである。

    【施策内容】 

●緑の保全・創出・育成及び活用 

 市民・事業者など多様な主体との協働・連携により、樹林地や農地の保全、

公園緑地の整備など、緑の保全・創出・育成の取組を持続的に推進し、緑に

よる良好な環境の創出を推進する。

 緑を取り巻く多様な主体の参画を生み、地域財産としての緑の価値を高める

「グリーンコミュニティ」の形成に向け、「都市の魅力と活力」や「防災」、

「少子高齢化への対応」などの視点での活用を進める。

 市街地において、市民・事業者と連携しながら、地域特性を活かした良好な

都市景観の形成を推進する。

●水と緑のネットワークの形成・充実 

 地下水や湧水の保全、河川環境の保全等といった豊かな水環境の保全・維持

や健全な水循環の確保に向けた取組を推進する。また、街路樹や緑地等連続

する緑とつなぎ、水と緑のネットワークの形成・充実を図る。

 健全な水循環を確保し、継続的な水利用を可能にするため、雨水等の効率的

な水利用の促進や、節水の促進など、水循環に配慮した水利用の推進を図る。

●生物多様性の保全 

 生物多様性を保全するため、川崎市の地域特性を踏まえながら、樹林地や農

地などの緑や、多摩川などの水辺などの保全を図り、生物の生息生育空間の

保全・創出に向けた取組を推進する。

 「人と生き物」や「情報」をつなぎ、生物多様性への認識や環境に配慮した

ライフスタイルを広めるとともに、市内の自然環境や生き物（外来種含む）

などの生物多様性の保全に関する様々な情報を集め、効果的に発信する。
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    【施策の推進による他分野への効果】 

緑地の保全や緑化の推進、公園緑地の整備、水辺空間の活用等を推進することは、地

球温暖化対策やヒートアイランド現象の緩和につながる。また、災害時の避難の場や、

自然災害の緩和・防止など、防災・減災機能の向上にも寄与することが期待される。さ

らに、公園の整備や活用を通じ、子育て環境の向上や健康増進にも寄与することが期待

される。

   【SDGs の考え方の活用】 

     緑の効用は様々な課題の解決にも貢献するものであり、施策の展開に当たっては、次

のような SDGs のゴールやそのターゲットの視点も取り入れながら、取組を推進していく

べきである。 

≪関連する SDGs のゴール≫ 
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【私たちができること（環境配慮指針）】 

将来にわたり、生物多様性が保全され、自然豊かな環境で生活するため、家庭や職場

等の様々な場面で、都市と自然が調和した自然共生社会の構築に向けた取組が求められ

ることから、次のような行動例を、指針として示すべきである。

分野
環境配慮指針（行動例）

市民 事業者 川崎市

緑の保全・創出・

育成及び活用

・川崎にある緑地などの

保全に関心を持つ。 

・緑地等の保全活動、緑

化活動に参加する。 

・敷地内の緑化に努め

る。（緑地確保、屋上緑化

や壁面緑化など） 

・CSR を通じ、緑の保全、

地域の緑化活動に貢献

する。 

・良好な景観の創出に努

める。（敷地や建物は周

辺の環境と調和を図るな

ど） 

・樹林地など緑の保全・創

出・育成に向けた取組を

推進する。 

・竹林整備の発生材活用

と竹林管理の意識啓発を

推進する。 

水と緑のネット

ワークの形成・

充実

・水を大切に使う。（水を

出しっぱなしにしないな

ど） 

・施設や敷地内に雨水利

用システム等の導入に努

める。 

・地下水や湧水の保全な

ど水環境の保全に向けた

取組を推進する。 

・街路樹や緑地等連続す

る緑とつなぎ、水と緑のネ

ットワークの形成・充実を

図る。 

生物多様性の

保全

・身近な緑や生き物を大

切にする。 

・生物多様性について学

ぶ。（自然環境学習会に

参加するなど） 

・ペットとして飼っている外

来種は責任をもって飼

い、絶対に捨てない。 

・野生動植物の生息・生

育環境等に配慮する。 

・CSRを通じ、生物多様性

の保全に貢献する。 

・生物の生息生育空間の

保全・創出など、生物多

様性の確保に向けた取組

を推進する。 

協働・連携

・パークマネジメントの視点に立った大規模公園緑地や身近な公園等の管理運営を

行う。 

・緑地等の保全活動に取り組む。 

・市民活動団体、事業者等とそれぞれの特徴や強みを活かした環境教育・学習を実

施する。 
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  (3) 「快適に暮らせる大気や水などの環境づくりに取り組む」 

    【施策の方向性】 

     川崎市における大気や水などの地域環境は、一部の項目については環境基準が非達成

の状況にあるが、これまで、法や条例等に基づく取組により、大きく改善されてきてい

る。今後においては、環境基準等の達成や維持に向けて、引き続き、大気汚染、水質汚

濁、騒音、振動、地盤沈下、悪臭、土壌汚染など法や条例に基づく取組を進めるべきで

ある。また、更なる環境改善や良好な環境に関する市民実感等の向上に向けて、地域特

性への対応や事業者の自主的取組、多様な主体との協働・連携、情報発信・情報共有な

どの充実を図り、市民の健康で快適な生活の確保に向けた取組を推進するべきである。

    【施策内容】 

●良好な大気環境の保全及び共創 

 環境基準が設定されている物質を中心とした大気環境対策や工場・事業場対

策など、法や条例等に基づく取組を効果的に推進する。また、光化学オキシ

ダントなど、環境基準を達成していない一部の物質については、次世代自動

車の普及等の交通環境対策や周辺自治体とも連携した広域的な対策など、環

境改善に向けた取組を推進する。

 川崎市の地域特性への対応や事業者の自主的取組、多様な主体との協働・連

携、情報発信・情報共有など、取組の充実を図る。

 交通機関や事業活動などによる騒音・振動の防止や、生活騒音の防止などに

対する取組を推進する。また、発生源に対する監視・指導など悪臭防止に対

する取組を推進する。

●良好な水環境の保全及び共創 

 公共用水域の水質保全や工場・事業場等の発生源対策の推進、土壌汚染対策

の推進、地盤沈下・地下水位の監視など、法や条例等に基づく取組を効果的

に推進する。

 川崎市の地域特性への対応や事業者の自主的取組、多様な主体との協働・連

携、情報発信・情報共有など、取組の充実を図る。

●適正な化学物質管理の推進 

 化学物質の適正管理の促進や化学物質による環境リスクの把握など、化学物

質による環境汚染の未然防止・環境リスクの低減に向けた取組を効果的に推

進する。

 川崎市の地域特性への対応や事業者の自主的取組、多様な主体との協働・連

携、情報発信・情報共有など、取組の充実を図る。

※上記の考え方は、現行計画などを踏まえて整理したものであるが、「（仮）大気・水

環境の基本計画」の今後の検討状況を踏まえ、改めて設定するべきである。 
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   【施策の推進による他分野への効果】 

次世代自動車の普及等、大気環境に関する取組を推進することは、温室効果ガス排出

量の削減にもつながる。また、良好な水辺環境の保全等、水質保全に向けた取組を推進

することは、多様な水生生物との共生にも寄与することが期待される。

   【SDGs の考え方の活用】 

     川崎市の大気や水などの環境は大きく改善されてきているが、残された課題や環境・

経済・社会の複合的な課題の解決にも貢献することを見据え、施策の展開に当たっては、

次のような SDGs のゴールやそのターゲットの視点も取り入れながら、取組を推進してい

くべきである。 

≪関連する SDGs のゴール≫ 
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【私たちができること（環境配慮指針）】 

将来にわたり、市民の健康で安全な生活を確保していくため、家庭や職場等の様々な場

面で、大気や水などの地域環境の保全に向けた取組が求められることから、次のような行

動例を、指針として示すべきである。 

分野
環境配慮指針（行動例）

市民 事業者 川崎市

良好な大気環境

の保全及び共創

良好な水環境の

保全及び共創

・公共交通機関や自転

車、徒歩による移動に努

める。 

・次世代自動車を積極的

に使用する。 

・自動車を運転するとき

は、燃料の消費の少ない

エコドライブの実施を心が

ける。 

・水を汚さないよう心がけ

る。（油や調理くずは流さ

ないなど） 

・次世代自動車を積極的

に使用する。 

・自動車を運転するとき

は、燃料の消費の少ない

エコドライブの実施を心が

ける。 

・施設を適正に管理し、大

気、水、土壌を汚染する

有害な物質の発生を防止

する。 

・騒音・振動等、周辺に著

しい影響を与えないよう努

める。 

・次世代自動車を積極的

に使用する。 

・自動車を運転するとき

は、燃料の消費の少ない

エコドライブを実施する。 

・工場や事業場等に対

し、法や条例等に基づく

取組を効果的に推進す

る。 

・事業者の自主的な取組

への支援を図る。 

・公共事業を実施する

際、周辺地域の環境特性

を十分に把握し、地域環

境への影響が最少となる

よう取り組む。 

適正な化学物質

管理の推進

・化学物質に関する正し

い知識を身につけるよう

努め、環境に配慮した商

品・サービスを選択する。

・化学物質を適正に管理

し、環境リスクの低減に努

める。 

協働・連携

・大気や水などについて理解を深め、環境配慮行動を促すイベント等を実施する。 

・市民活動団体、事業者等とそれぞれの特徴や強みを活かした環境教育・学習を実

施する。 
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  (4) 「環境への負荷が少ない循環型社会の構築に取り組む」 

    【施策の方向性】 

     リサイクル（再生利用）はもとより、より環境負荷が少ない 2R（リデュース（発生抑

制）・リユース（再使用））の取組を市民・事業者・行政の協働・連携で推進し、ごみを発

生させないライフスタイルの追求と実践により、限りなくごみをつくらない、環境への

負荷が少ない循環型社会の構築に取り組むべきである。また、市民の生活を支える重要

なライフラインとして、少子高齢化など社会状況の変化や新たな課題等に的確に対応し、

安全・安心な処理体制の確立を確保し、適正に廃棄物の処理を行うべきである。

    【施策内容】 

●2R(リデュース・リユース)の更なる推進 

 家庭系ごみの更なる減量化に向け、市民への 2R を優先した普及啓発の充

実を図る。

 生ごみの減量化や食品ロスの削減に向け、使いきり・食べきり・水きりの

「3きり」を中心とした普及啓発を推進する。

 事業系ごみの減量化に向け、事業者への普及啓発の充実や指導の徹底等を

図る。また、食品ロスの削減に向けて、食べきり協力店など外食産業と連

携した取組を推進する。

 海洋に流出するもととなるプラスチックごみの削減に向け、発生抑制等に

向けた取組を強化する。

 市役所も市内の大規模事業者の一つとして、率先して 2R に取り組む。 

●リサイクルの促進や有効利用 

 やむを得ず出てしまったごみについては、できる限りリサイクルするよう、

市民や事業者に対し、分別排出の徹底に係る取組を推進する。 

 資源物の店頭回収や拠点回収の充実など、市民の利便性の向上を図りながら、

資源化の促進に向けた取組を推進する。 

 給食の調理残渣や食べ残しの飼料化など、食品廃棄物の資源化に向けた取組

を推進する。 

 廃棄物発電を活用した EV ごみ収集車の導入や、ごみ発電によるエネルギー

の地産地消に向けた取組など、ごみの焼却に伴う熱回収の徹底によるエネル

ギーの有効利用を図る。 
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●安全かつ安心な生活環境づくりの推進 

 引き続き見込まれる人口増加や将来的な人口減少・少子高齢化、IoT・AI の

活用などの社会状況の変化にも的確に対応し、市民の生活を支える重要な

ライフラインとして、効率的・効果的かつ安全・安心な廃棄物処理体制の

確立に向けた取組を推進する。 

 災害時における廃棄物処理体制の確保に向け、他都市や事業者との連携な

ど取組を強化する。 

 ポイ捨て等のない良好なマナーの普及促進や、不法投棄対策など、まちの

美化促進に向けた取組を推進する。 

 超高齢社会を見据え、ごみを集積所まで持ち出すことが困難な高齢者の方

などを対象にごみ出しを支援するふれあい収集への対応や、日々のごみ収

集を通じた地域のみまもりなど、市民ニーズに対応した取組を推進する。

    【施策の推進による他分野への効果】 

日々のごみ収集を通じた地域のみまもり活動は、地域包括ケアシステムの構築にも資

する取組となる。また、家庭で使いきれない未使用食品を集め、食糧支援を必要として

いる福祉施設等へ寄付するフードドライブなどといった取組は、ごみの減量化を図りつ

つ、社会への貢献も期待される。

   【SDGs の考え方の活用】 

     川崎市においては、ごみの減量化が大幅に図られるなどの状況にある。一方、更なる

ごみの減量化・資源化や、プラスチックごみなど、地球規模の環境課題への対応も求め

られており、施策の展開に当たっては、次のような SDGs のゴールやそのターゲットの考

え方も取り入れながら、取組を推進していくべきである。 

≪関連する SDGs のゴール≫ 
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【私たちができること（環境配慮指針）】 

資源を持続可能に活用していくために、家庭や職場等の様々な場面で、できる限りごみ

をださないようにすることや分別の徹底などの取組が求められることから、次のような行

動例を、指針として示すべきである。

基本的施策
環境配慮指針（行動例）

市民 事業者 川崎市

2R(リデュース・

リユース)の更

なる推進 

・食品や日用品を購入す

る際は、ごみの少なくなる

ものを選ぶ。 

・生ごみ等の３きり（使いき

り・食べきり・水きり）で食

品ロスを減らす。 

・使い捨て製品の製造販

売や過剰包装を見直す。

・物品等を購入する際

は、ごみの少なくなるよう

な環境配慮製品を選ぶ。

・市民や事業者の模範と

なるよう、資料のペーパー

レス化など、市庁舎等に

おいてごみ減量化運動を

推進し、3R と適正処理の

徹底を図る。 

・ごみの発生の少ない製

品やリサイクル可能な製

品、環境への負荷の少な

い製品を積極的に購入し

利用するグリーン購入の

拡大に向けた取組を全庁

で推進する。 

リサイクルの促

進や有効利用 

・資源物をしっかり分別す

る。（プラスチック製容器

包装やミックスペーパー

など） 

・古紙類、廃プラスチッ

ク、厨芥
ちゅうかい

類
るい

などできるだけ

リサイクルし、焼却するご

みを減らす。 

安全かつ安心な

生活環境づくり

の推進

・処理作業に危害（爆発、

火災など）を及ぼす恐れ

のあるものなどの処理困

難物を普通ごみに混ぜて

捨てない。 

・ポイ捨て等を行わない。

・マニフェスト制度を遵守

し、適切な処理・処分に

努める。 

・廃棄物処理施設の長寿

命化に向けた予防保全

的整備を行う。 

・災害時のごみ処理体制

を整備する。 

・ポイ捨て等のない良好

なマナーの普及促進や、

不法投棄対策などの取組

を推進する。 

協働・連携

・フードドライブの取組を実施する。 

・資源物等の店頭回収や拠点回収の取組を実施する。 

・廃棄物減量指導員と連携し、地域の美化活動を実施する。 

・市民活動団体、事業者等とそれぞれの特徴や強みを活かした環境教育・学習を実

施する。 
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Ⅴ 計画の推進 

 １ 計画の推進に向けた基本的な考え方 

   計画に掲げる「めざすべき環境像」の実現に向けては、基本方針を踏まえながら、川崎市

が計画に示した施策を総合的、効率的、効果的に実施していくことが重要である。

   そして、各主体の取組が継続して実施されるには、環境の状況や取組結果に関して適切な

点検・評価を行い、改善に結びつけていくような進行管理の仕組みの構築や、それを実施す

るための体制の確保、さらには計画の推進を促す制度や取組が必要となる。

 ２ 計画における施策の推進方針 

（1）環境政策を基底とした施策の推進 

総合計画との整合性を十分図りながら、環境政策を基底として、その立案の段階から

環境に対する総合的な配慮を取り入れ、施策を推進するべきである。 

（2）施策の横断的・総合的な推進 

     環境施策を横断的・総合的に推進するため、施策相互間の関連性や相乗効果の把握、

有機的な連携の実現、新たな手法導入等について検討しながら、施策を展開するべきで

ある。 

  （3）SDGs の考え方を活用した施策の推進 

     環境に係る取組が、防災対策や産業振興、健康維持等、多様な地域課題や、地球規模

の環境課題の解決にも貢献することを見据え、SDGs の考え方を取り入れながら、施策を

推進するべきである。 

  （4）広域的な施策の展開 

     温暖化対策をはじめとする地球環境の保全、廃棄物の適正処理、大気環境の保全等は、

地理的社会的条件から、川崎市のみで対応し、解決を図ることは困難である。こういっ

た課題については、広域的な視点に立ち、国、九都県市、関係団体等と協調し、連携体

制の一層の強化を図るべきである。 

  （5）参加・協働による効果的な施策の推進 

     川崎市は、様々な主体が行っている環境活動等を支援することにより、市全体に環境

活動が展開・拡大する取組を推進するべきである。また、情報発信や環境教育・学習を

通じて環境問題に関する気づきや理解の促進を図り、市民・事業者に参加・協働を促す

ことにより、効果的な施策の推進を図るべきである。 

 ３ 計画の推進体制 

  （1）組織横断的な市の推進体制 

環境・経済・社会の統合的向上を図るとともに、環境分野間の横断的な取組を推進す

るためには、まず、計画の方向性を市の組織全体で共有の上、連携して取組を推進して
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いくことが極めて重要である。そのため、計画に基づく環境施策及び環境行政の総合的

推進に向けた効率的・効果的な庁内体制を整備するべきである。

  （2）多様な主体との協働・連携の体制 

     様々な環境分野で活動する多様な主体との協働・連携について、各分野の「横のつな

がり」の充実を図るとともに、他の市民活動との連携に向けた取組を推進するべきであ

る。また、地域の環境保全活動への参加の促進や環境に関する情報の共有化などを通じ

て、各主体の社会的な責任の醸成を促すべきである。これらにより、計画の推進の役割

を担う、市民・事業者との協働・連携の体制の充実に努めるべきである。 

  （3）計画の外部評価体制 

     市民及び学識経験者等で構成される組織で、環境行政の総合的かつ計画的な推進につ

いて調査審議するほか、環境保全に関する重要事項について公正かつ専門的な立場から

審議を行う環境審議会において、環境基本計画の改定や年次報告書による計画の進行管

理を引き続き行うことが適当である。 

 ４ 計画の進行管理 

  （1）計画の進捗状況の把握 

計画の進捗状況を把握し、評価するため、計画に定める指標の達成状況、施策の実施

状況等について年度ごとに進行管理を行うべきである。 

  （2）評価 

環境問題は中長期的な視点で把握していくことが重要であり、単年度ごとの実績を把

握し、市民や事業者の取組状況を踏まえながら、目標達成に向けた改善の度合いにより、

総合的な評価を行うべきである。

    ア 単年度評価

単年度においては、指標の実績や基本的施策の進捗状況等を取りまとめの上、点検・

評価を行うべきである。 

指標の評価方法は、総合計画に準じ、年度ごとに基準値を設定の上、基準値に対し、

その達成度を 4区分（a（基準値以上（100％以上））、b（現状値以上～基準値未満）、c

（基準値達成率 60％以上～現状値未満）、d（基準値達成率 60％未満））で評価するべ

きである。 

基準値を置かないものについては、その達成度を 4 区分（a（基準年度以上（100％

以上））、b（基準年度未満～基準年度達成率 80％以上）、c（基準年度達成率 80％未満

～基準年度達成率 60％以上）、d（基準年度達成率 60％未満））で評価するべきである。 

なお、基準値の設定に当たっては、分野別計画の目標・指標と整合を図った上、年

次報告書の中で示していくべきである。 
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    イ 総合的評価

おおむね 3 年に 1 度、総合計画に準じ、指標の評価結果を中心に、定性的・定量的

な活動結果等を踏まえながら、計画の柱ごとに総合的な評価を行い、その達成度を 4

区分（A（順調に推移（目標を達成））、B（一定の進捗があった（目標未達成のものがあ

るが一定の進捗があった））、C（進捗が遅れた（現状を下回るものが多くあった））、D

（進捗は大幅に遅れた（現状を大幅に下回った））で評価するべきである。 

  （3）年次報告書の作成・公表 

     計画の適正な進行管理を図るため、計画に定める指標の達成状況、施策の実施状況等

について、年次報告書を作成し、公表するべきである。

  （4）点検・評価結果を受けての見直し 

     計画の進捗状況・点検評価結果や環境審議会からの提言、市民・事業者からの意見等

を踏まえ、庁内関係部局と調整の上、施策・事業の検討、見直しを実施するべきである。 

【図 18 計画の推進及び進行管理のフロー】 

 ５ 計画の推進を促す仕組み

（1）協働・連携による取組の推進 

川崎市には、公害問題や緑地等の保全など、様々な環境問題について、全国に先駆け

て市民・事業者とともに取組を進めてきた協働・連携の実績がある。川崎市が主体とな

って取組を進めるだけでなく、市民・事業者など多様な主体との協働・連携の下、それ

ぞれの役割と責任の下で、相互の立場を尊重し、互いの特性を発揮しながら取り組むべ

きである。また、環境分野だけでなく、他の市民活動との連携につなげるなど、取組を

推進するべきである。 

  （2）関連計画等との連携 

環境に係る取組が、防災対策や産業振興、健康維持等、経済や社会の多様な課題の解

決に貢献することを見据え、重要な他の計画等との連携を図りながら施策を展開するな

ど、施策の横断的・総合的な取組を推進するべきである。 

Plan(計画) 

計画に基づく施策、事業の

立案 

Action(見直し) 

次年度以降への施策の反映

反映 

Do(実施) 

市民・事業者・行政の協働・

連携による取組の推進 

Check(点検・評価) 

年次報告書の作成を通じた

点検・評価 
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  （3）環境影響評価制度等の推進 

     大規模な開発などの事業において、事業実施前に事業者の環境配慮を総合的に推進し、

その事業計画が計画の柱に配慮されたものとなるよう、市民や環境影響評価審議会の意

見を踏まえながら、事業者に対して環境配慮を促すなど、引き続き、環境影響評価制度

を適正に推進するべきである。また、市の実施する事業においては、事前に環境配慮を

組み込むために環境調査制度を適正に推進するべきである。 

  （4）環境情報の収集及び効果的な発信 

     環境施策を科学的、総合的に推進するため、環境の現状、環境への負荷、施策の実施

状況等に係る環境情報を体系的に整備し、市民が関心を持ちやすいテーマを十分に把握

した上、紙媒体やホームページだけでなく、SNS など、様々な媒体を活用した情報発信を

図るべきである。また、環境教育・学習の充実や、市民、事業者、民間団体による自発的

な環境に配慮した行動の促進に資するため、情報を整備し、適切な提供及び効果的な発

信に努めるべきである。 

  （5）環境科学に関する調査研究の充実 

     環境科学に関する調査研究は、新たに発生する問題等を的確に把握するとともに、複

雑化、広域化する環境問題に効果的に対処するための基礎となることから、その充実に

努めるべきである。 

     また、気候変動適応法に基づく地域気候変動適応センター機能の確保に向けた検討を

進め、気候変動影響及び適応に関する情報の収集・整理や発信等、気候変動への適応に

向けた取組を推進するべきである。 

  （6）経済的手法の調査・研究 

     市場メカニズムを前提とし、経済的インセンティブを与えることによって各主体の環

境配慮を誘導する手法である経済的手法について、調査・研究を進めていくべきである。 
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付 属 資 料

資料１ 川崎市環境審議会開催経過 

開催日程 会議名 内容

平成 30 年 7 月 20 日

平成 30 年度 

第 1回 

環境審議会 

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（諮問）及び総合政策部会の設置について

平成 30 年 8 月 2 日 

平成 30 年度 

第 1回 

総合政策部会 

・正副部会長選出

・今後の検討スケジュール

・環境基本計画の改定の基本的な考え方について

平成30年10月19日

平成 30 年度 

第 2回 

総合政策部会 

・新たな環境基本計画の構成の考え方について

・市民・事業者の環境に係る意識把握に向けた取組に

ついて

平成 31 年 1 月 7 日 

平成 30 年度 

第 3回 

総合政策部会 

・川崎市の環境の現況等について 

・市民・事業者の環境に係る意見聴取状況について

・新たな環境基本計画におけるめざすべき環境像等の

考え方について

・基本計画の改定の考え方（中間報告）骨子案

平成 31 年 3 月 22 日

平成 30 年度 

第 4回 

総合政策部会 

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（中間報告案）

令和元年 5月 16 日 

令和元年度 

第 1回 

環境審議会 

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（中間報告）

令和元年 6月 12 日 

令和元年度 

第 1回 

総合政策部会 

・新たな環境基本計画における分野別の目標及び

基本的施策等の考え方について

・環境配慮指針の見直しの考え方について

・新たな環境基本計画の推進に向けた基本的な考え方

について

・市民・事業者からの意見聴取について

令和元年 8月 8日 

令和元年度 

第 2回 

総合政策部会 

・新たな環境基本計画における『地球環境都市』の

考え方について

・新たな環境基本計画における計画の柱及び基本的

施策等の考え方について

令和元年 10 月 25 日

令和元年度 

第 3回 

総合政策部会 

・市民・事業者からの意見聴取について

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（報告素案）

令和元年 12 月 23 日

令和元年度 

第 4回 

総合政策部会 

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（報告案）

令和 2年 1月 17 日 

令和元年度 

第 2回 

環境審議会 

・川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方に

ついて（答申案）
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資料２ 川崎市環境審議会委員名簿 

（1）総合政策部会委員名簿

 氏名 所属 専門分野等 備考 

１ 石川 幹子 中央大学研究開発機構 機構教授 環境デザイン 副部会長 

２ 佐土原 聡 
横浜国立大学大学院 

都市イノベーション研究院教授 
都市環境工学 部会長 

３ 寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター 副センター長
環境工学  

４ 藤吉 秀昭 （一財）日本環境衛生センター副理事長 廃棄物工学  

５ 細見 正明 東京農工大学名誉教授 環境化学工学  

６ 南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学  

７ 山川 文子 エナジーコンシャス代表 省エネルギー  

８ 若松 伸司 愛媛大学名誉教授 大気環境科学、都市環境工学

※ 任期：平成 30年 3月 1 日から令和 2年 2月 29 日まで       （50音順、敬称略） 
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（2）環境審議会委員名簿

 氏名 所属 専門分野等 備考 

１ 青山 森芳 市民公募（公害対策分野） 市民代表  

２ 秋本 泰 市民公募（公害対策分野） 市民代表  

３ 石川 幹子 中央大学研究開発機構 機構教授 環境デザイン 副会長 

４ 浦野 敏行 川崎商工会議所副会頭 市民代表  

５ 大澤 洋子 市民公募（廃棄物分野） 市民代表  

６ 加藤 順一 川崎市医師会理事 市民代表  

７ 加藤 正巳 市民公募（緑・公園分野） 市民代表  

８ 木村 純二 市民公募（廃棄物分野） 市民代表  

９ 桑原 勇進 上智大学法学部教授 環境法、行政法  

10 小西 邦弘 市民公募（緑・公園分野） 市民代表  

11 佐土原 聡 
横浜国立大学大学院 

都市イノベーション研究院教授 
都市環境工学  

12 鈴木 貢次郎 東京農業大学地域環境科学部教授 造園学  

13 関口 和彦 埼玉大学大学院理工学研究科准教授 環境化学  

14 竹内 勝 川崎公害病患者と家族の会顧問 市民代表  

15 寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター 副センター長
環境工学  



－58－ 

 氏名 所属 専門分野等 備考 

16 富岡 昭三 川崎市全町内会連合会副会長 市民代表  

17 中島 伸 東京都市大学都市生活学部講師 都市工学  

18 藤井 修二 東京工業大学名誉教授 建築環境工学 会長 

19 藤倉 まなみ 
桜美林大学リベラルアーツ学群（環境学専攻） 

教授 
環境政策、環境システム科学 

20 藤田 由紀子 学習院大学法学部教授 行政学  

21 藤吉 秀昭 （一財）日本環境衛生センター副理事長 廃棄物工学  

22 細見 正明 東京農工大学名誉教授 環境化学工学  

23 南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学  

24 宮脇 健太郎 明星大学理工学部総合理工学科教授 廃棄物工学、衛生工学 

25 森川 友生男 川崎市一般廃棄物処理業連絡協議会会長 市民代表  

26 森 安男 セレサ川崎農業協同組合 代表理事副組合長 市民代表  

27 山川 文子 エナジーコンシャス代表 省エネルギー  

28 若松 伸司 愛媛大学名誉教授 大気環境科学、都市環境工学

29 渡部 堅三 川崎地域連合副議長 市民代表  

※ 任期：平成 30年 3月 1 日から令和 2年 2月 29 日まで       （50音順、敬称略） 

  臨時委員は含まない 
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資料３ 市民・事業者意識調査結果概要 

１ Web アンケート調査 

 （1）目 的 

環境基本計画の認知度、取組の進捗、「環境・経済・社会の統合的向上」に向けた重要な

取組等について、市民意識を把握するため、実施した。 

 （2）対 象 

    川崎市在住の 18歳以上の市民を対象として、1,573 サンプルを回収 

 （3）期 間 

    平成 30（2018）年 9月 3日（月）～9月 4日（火） 

 （4）主なアンケート結果 

  ア 環境基本条例・環境基本計画の認知度 

イ 環境の各項目に関する近年の改善傾向・市が行う取組の状況

4%

27%

69%

問１ 1.環境基本条例について、どの程度知っていますか

内容をある程度知っている 聞いたことはある 知らない

15.5%

15.3%

8.5%

7.2%

6.0%

6.0%

5.7%

5.0%

4.1%

3.9%

3.3%

42.3%

41.2%

42.8%

48.7%

42.3%

41.5%

44.4%

43.7%

43.6%

42.5%

37.0%

10.1%

12.3%

16.6%

12.5%

9.7%

15.6%

11.8%

14.9%

9.7%

8.2%

26.4%

32.1%

31.2%

32.2%

31.6%

42.0%

36.9%

38.1%

36.4%

42.6%

45.5%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

水辺の減少や水質の悪化

大気汚染

廃棄物問題

緑の減少や質の低下

環境教育・環境学習

生き物の減少

有害化学物質の問題

エネルギー問題

多様な主体や世代が協働する環境保全活動

技術・人材等を通じた国内外への貢献

地球温暖化問題

問2-2 近年の改善傾向・市が行う取組の状況の評価

改善した・ 取組が推進した 変わらない 悪化した・取組が遅れている わからない

4%

23%

73%

問１ 2.環境基本計画について、どの程度知っていますか

内容をある程度知っている 聞いたことはある 知らない
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   ウ 「環境・経済・社会の統合的向上」に向けた重要な取組

 ２ 市民・事業者アンケート調査

 （1）目 的 

川崎市環境基本計画の改定に向け、環境施策の効果をあげるための重要な取組など、市

民や事業者の意識等を把握するため、アンケート調査を実施した。 

 （2）対 象 

   ア 市民活動団体に所属する市民や大学生等（アンケート回答 432 件） 

   イ 市内事業者（アンケート回答 122 件） 

 （3）期 間 

    令和元（2019）年 6月～9月 

 （4）主なアンケート結果 

   ア 市民活動団体に所属する市民や大学生等 

    （ア）環境施策の効果をあげるための重要な取組 

21.3%

31.5%

27.1%

15.0%

24.5%

38.7%

22.5%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40%

市民・事業者の普及啓発に力を入れる

多くの市民が環境学習に力を入れる

市が環境施策に対する予算を確保する

条例等に基づく規制を強化する

市民・事業者の活動への支援を強化する

市民・行政・事業者が
協働・連携して取り組む体制を強化する

環境問題だけでなく、社会問題や経済問題の
解決にも貢献する取組を推進する

無回答

41.7%

37.6%

26.8%

19.2%

18.2%

17.3%

17.1%

14.2%

14.2%

7.3%

6.2%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

気候変動の影響への適応

災害時など非常時にも活用できる再生可能エネルギーの導入

エネルギーの最適利用による市民生活の質の向上

工場排熱等の地域における有効活用

都市機能を活用した、エネルギー利用の集約化・効率化

新しい環境技術の研究・開発等による産業の活性化や雇用の創出

特にない

環境保全活動などを通じた地域活動の活発化や地域コミュニティの活性化

働き方改革の推進を通じたＣＯ２排出量の削減

シェアリングエコノミーの推進

金融を通じたグリーンな経済システムの構築

その他

問5 環境・経済・社会の統合的向上を図るため、特に重要と考える取組
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    （イ）環境に関する取組の効果的な情報発信 

   イ 市内事業者 

    （ア）事業活動における環境への取組 

    （イ）SDGs、ESG の認知、取組状況 

       ●SDGs の認知、取組状況 

35.6%

27.1%

21.5%

35.4%

45.1%

9.5%

3.0%

17.1%

5.6%

8.3%

28.9%

4.4%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

かわさき市政だより

川崎市のホームページ

チラシや冊子

イベント

SNS(Twitter,Facebook等)

かわさきアプリ

メールマガジン

新聞記事

ケーブルテレビ

ミニコミ誌・フリーペーパー

駅などにあるデジタルサイネージ（多機能電光掲示板）

その他

無回答
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       ●ESG の認知、取組状況 

３ 街頭アンケート調査 

 （1）目 的 

環境保全に向けて心がけている行動を把握するため、イベント会場等において、子育て

世代（保護者と子どもたち）を中心に街頭アンケート調査を実施した。 

 （2）対 象 

    イベント等に参加している市民（512 名（大人 312 名、子ども 200 名から意見を聴取） 

 （3）期 間 

    令和元（2019）年 6月～11 月 

 （4）アンケート結果 

    心がけている環境にやさしい行動 

175

188

89

161

45

23

194

128

177

192

88

61

1

91

146

23

125

11

8

185

136

85

104

114

50

1

266

334

112

286

56

31 379

264

262

296

202

111

2

0 100 200 300 400

エアコンの設定温度に気を付ける

電気をこまめに消す

省エネ性能が高い家電を選ぶ

徒歩、自転車、公共交通で移動する

アイドリングストップなどを心がける

太陽光発電など再生可能エネルギーを活用する

水を出しっぱなしにしない

緑や生き物を大切にする

マイバッグを持って買い物に行く

詰め替えできる製品を買う

環境問題について学ぶ

地域の環境を守る活動に参加する

その他（特に取り組んでいない）

大人 子ども

（人）
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資料４ 用語索引 

【A～Z】 

AI 

 Artificial Intelligence の略で、知的な機械、特に、知

的なコンピュータプログラムを作る科学と技術。人工知

能。 

CSR 

 Corporate Social Responsibility の略で、企業の社会

的責任のこと。利益追求以外に、地球環境・地域社会・

倫理などの側面においても、法律で定めるレベルを超

えて積極的に貢献していこうという考え方。 

ESD 

 Education for Sustainable Development の略で、一人

ひとりが世界の人々や将来世代、また、環境との関係

性の中で生きていることを認識し、持続可能な社会の

実現に向けて行動を変革するための教育のこと。平成

13 （2001）年に国連総会で「国連 ESD の 10 年」を採

択し、世界で平成 17 （2005）年から平成 26（2014） 年

にかけて「持続可能な開発のための教育(ESD)の 10 

年」としての活動が取り組まれ、現在、後継プログラムと

して、グローバル・アクション・プログラム（Global Action 

Programme：GAP）が公開され、日本においても ESD を

ますます推進していくとしている。 

ESG 投資 

 環境 （ Environment ） 、社会（ Social ） 、企業統治

（Governance）に配慮している企業を重視・選別して行

う投資のこと。 

ICT 

Information and Communications Technology の略で、

情報通信技術のこと。我が国が抱える様々な課題（地

域経済の活性化、社会保障費の増大、大規模災害対

策等）に対応するため、社会の様々な分野（農林水産

業、地方創生、観光、医療、教育、防災、サイバーセキ

ュリティ等）における ICT の効果的な利活用が不可欠と

なっている。 

IoT 

 Internet of Things の略で、自動車、家電、ロボット、施

設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報の

やり取りをすることで、モノのデータ化やそれに基づく

自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出す。 

SDGs 未来都市 

 自治体による SDGs の達成に向けて優れた取組にチ

ャレンジしている都市として国に選定された都市。 

SNS 

 Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス）の略で、登録された利用者同士が交流で

きる Web サイトの会員制サービスのこと。 

Society 5.0 

 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、

新たな社会。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空

間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経

済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の

社会。 

PRTR 

Pollutant Release and Transfer Register（化学物質排

出移動量届出制度）の略。人や生態系に有害なおそ

れのある化学物質が、どのような発生源から、どの程度

環境中（大気、河川、海域など）に排出されたのか、又

は、廃棄物などとして事業所の外に運び出されたのか

というデータを把握、集計し、公表する仕組み。 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 

 外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効

率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持

しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能

エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギ

ー消費量の収支をゼロとすることを目指した住宅。 

【あ行】 

イノベーション 

 経済や産業などの発展につながる、技術や仕組みの

革新。 

一般環境大気測定局 

 住宅地等の一般的な生活環境における大気の汚染

の状況を常時監視するための測定局。 

エコドライブ 

 急発進や急加速をしない、アイドリングストップの励行

など環境に配慮した運転方法。CO2 や排気ガスを抑制

する環境改善効果があり、また燃料代の節約効果もあ

る。さらに、穏やかな運転につながり、事故防止の効果

も期待できる。 

エネルギーマネジメントシステム 

 センサーや ICT 技術を駆使して、電力使用量の見え

る化（可視化）を行うことで節電につなげたり、再生可能

エネルギーや蓄電池等の機器の制御を行って効率的

なエネルギーの管理・制御を行うためのシステムのこと。

対象によって HEMS（家庭のエネルギー管理システム）、

BEMS（建築物のエネルギー管理システム）、FEMS（工

場のエネルギー管理システム）、CEMS（地域のエネル

ギー管理システム）などと称される。 

温室効果ガス 

 大気中の二酸化炭素やメタンなどのガスは太陽から

の熱を地球に封じ込め、地表を温める働きがある。これ

らのガスを温室効果ガスという。地球温暖化対策の推

進に関する法律では、二酸化炭素（CO2）、メタン

（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボ

ン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六ふっ化

硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3）の 7 物質の温室効果
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ガスが規定されている。 

【か行】 

外来種 

 もともとその地域にいなかったが、人間の活動によっ

て国外や国内の他の地域から入ってきた生物のこと。

外来種の中で、地域の自然環境に大きな影響を与え、

生物多様性を脅かすおそれのあるものを、特に侵略的

外来種という。 

化学的酸素要求量（COD） 

 水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費される酸

素の量。湖沼、海域の有機汚濁を測る代表的な指標で、

COD は、Chemical Oxygen Demand の略号。この値が

大きいほど水中に有機物等が多く、汚濁負荷（汚濁の

度合い）が大きいことを示している。 

風の道 

 海や山、緑地等の地域の冷熱源からの風を都市空間

内に導く連続したオープンスペース（開放的な空間）を

指す。風の通り道となる空間は、地上付近の都市空間

の通風・換気に有効な河川や緑地、街路、建物の隙間

空間の連なりなどがある。 

川崎市基本構想 

 総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、地方自

治法に基づき川崎市が策定した基本的な構想。 

川崎市自治基本条例 

 川崎市における自治の基本を定めるルールを定めた

条例。市民が主役の市民自治を確立するため、自治の

基本理念を明らかにし、自治を営むための 3 つの基本

原則を定めている。 

環境影響評価（環境アセスメント） 

 環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業につい

て、その事業の実施に当たりあらかじめその事業の環

境への影響を調査、予測、評価し、その結果に基づき

その事業について適正な環境配慮を行うこと。川崎市

では、全国に先駆けて環境影響評価に関する条例を

制定している。 

環境基準 

 大気の汚染、水の汚濁、土壌の汚染、騒音に係る環

境上の条件として、人の健康の保護及び生活環境の

保全のうえで維持されることが望ましい基準として、「環

境基本法」に定められている。環境基準は、「維持され

ることが望ましい基準」であり、行政上の政策目標であ

る。これは、人の健康等を維持するための最低限度とし

てではなく、より積極的に維持されることが望ましい目

標として、その確保を図っていこうとするものである。事

業活動等を直接規制するものではないが、各種の規制

措置や設備等の施策を講じる際の根拠となる。 

環境負荷 

 人が環境に与える負荷のこと。単独では環境へ悪影

響を及ぼさないが、集積することで悪影響を及ぼすも

のも含む。 

環境リスク 

 人の活動によって環境に加えられる負荷が、環境中

を経由して、人の健康や生態系に悪い影響を及ぼす

可能性（おそれ）のこと。 

緩和策・適応策 

 地球温暖化防止に向けた対策として、温室効果ガス

の排出削減と吸収の対策を行うことを「緩和策」という。

これに対して、既に起こりつつある気候変動影響への

防止・軽減のための備えと、新しい気候条件の利用を

行うことを「適応策」という。 

気候変動 

 地球の大気の組成を変化させる人間活動に直接又

は間接に起因する気候の変化であって、比較可能な

期間において観測される気候の自然な変動に対して

追加的に生ずるもの。 

グリーンインフラ 

自然環境が有する多様な機能を社会における様々

な課題解決に活用しようとする考え方のこと。川崎市緑

の基本計画においては、「さまざまな主体の協働」、「つ

ながりのある緑」、「地域の核となる緑」、「緑と水のネット

ワーク」、「緑の活用の仕組み」を川崎市の緑を考えて

いく上での骨格とし、これらの骨格を総称して「グリーン

インフラ」として捉えている。 

グリーンコミュニティ 

 多様な主体との協働による緑の効用の発揮に向け、

地域・まちづくりのために緑を守り、育て、活用しようと

する、市民、地域の活動団体、NPO、農業関係者、学

校、企業、専門家及び行政等の複数の団体・組織の連

携によるプラットフォームのこと。 

光化学オキシダント（Ox） 

 大気中の揮発性有機化合物（VOC）や窒素酸化物が

太陽等の紫外線を吸収し、光化学反応で生成された

酸化性物質の総称。粘膜への刺激、呼吸への影響と

いった健康影響のほか、農作物等植物へも影響を与え

るため、大気の汚染に係る環境基準が設けられている。

光化学スモッグは、光化学オキシダントに起因するスモ

ッグのことをいう。 

コージェネレーションシステム 

 熱と電気を同時に供給することができる熱電併給シス

テムのこと。ガスエンジン、ガスタービン、ディーゼルエ

ンジンなどの原動機を使って発電を行いながら、同時

に発生する排熱を給湯、暖房、冷房などに利用するこ

とができる。 

【さ行】 

再生可能エネルギー 

 エネルギー供給構造高度化法において、「エネルギ
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ー源として永続的に利用することができると認められる

もの」として、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気

中の熱をその他の自然界に存する熱、バイオマスが規

定されている。再生可能エネルギーは、資源が枯渇せ

ず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温暖化の

原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないエネルギ

ーである。 

3 処理センター体制 

 4 つのごみ焼却処理施設の敷地を有効活用し、市全

体で通常、3つの処理センターを稼働し、1つの処理セ

ンターを休止、建設中とする体制で、平成 27（2015）年

度からスタートした体制のこと。 

事業継続計画（BCP） 

災害発生時など、人材や資材に制約がある状況下

でも、適切に業務を進めるために備えておく計画。 

自動車排出ガス測定局 

 自動車走行による排出物質に起因する大気汚染が

考えられる交差点、道路及び道路端付近において、大

気の汚染の状況を常時監視するための測定局。 

シェアリング・エコノミー 

 個人等が保有する活用可能な資産等（自宅の空き部

屋や車などのほか、スキルや時間等の無形のものを含

む。）を、インターネット上のマッチングプラットフォーム

を介して、他の個人等も利用可能とする経済活性化活

動のこと。 

食品ロス 

 食べられる状態であるにもかかわらず廃棄される食品。

小売店での売れ残り・期限切れ、製造過程で発生する

規格外品、飲食店や家庭での食べ残し・食材の余りな

どが主な原因。 

生産緑地 

 都市計画法の地域地区の一つであり、「農林漁業と

の調整を図りつつ良好な都市環境の形成に資する」た

め市町村が指定する。生産緑地に指定すると長期の営

農が義務づけられる一方で、税の軽減措置が受けられ

る。 

生物化学的酸素要求量（BOD） 

水中の有機物が微生物によって酸化分解される際

に消費される酸素の量。河川の有機汚濁を測る代表的

な指標で、BOD は、Biochemical Oxygen Demand の略

号。この値が大きいほど水中に有機物等が多く、汚濁

負荷（汚濁の度合い）が大きいことを示している。 

生物多様性 

 自然生態系を構成する動物、植物、微生物など地球

上の豊かな生物種の多様性とその遺伝子の多様性、

そして地域ごとの様々な多様性をも意味する包括的な

概念。 

創エネルギー 

 エネルギーの節約だけでなく、太陽光発電等を利用

することで、積極的にエネルギーを作り出していくという

考え方。 

【た行】 

対策目標値 

 環境基本条例第 3条の 2に規定する環境目標値（市

民の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持する

ことが望ましい水準として定められた目標値）の達成に

向けて、公害防止等生活環境の保全に関する条例に

おいて講ずべき対策上の目標値をいう。二酸化硫黄、

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質について設定されて

いる。 

脱炭素化 

今世紀後半の世界全体での温室効果ガスの人為的

な排出量と吸収源による除去量との均衡の達成に向け

て、化石燃料利用への依存度を引き下げることなどに

より温室効果ガス排出を低減していくこと。 

脱炭素社会 

 パリ協定に規定された「今世紀後半に温室効果ガス

の人為的な排出量と吸収源による除去量との均衡を達

成する」という 2℃目標を目指し、世界全体の人為的な

排出量を実質的にゼロにした社会をいう。 

地域包括ケアシステム 

川崎市において、高齢者や障害者、こども、子育て

中の親など誰もが、住み慣れた地域や自らが望む場で

安心して暮らし続けることができるよう、地域において

「介護・リハビリテーション」「医療・看護」「保健・予防」

「福祉・生活支援」などのサービスが一体的に提供され

るための仕組みのこと。 

蓄エネルギー 

 夜間電力や太陽光発電の余剰エネルギー等を、蓄

電池や給湯器等に電力や熱として貯蔵すること。電力

の需給調整等に活用できる。 

電気自動車（EV：Electric Vehicle） 

 ガソリン自動車はガソリンをエンジンで燃焼させ、車を

駆動させるのに対して、電気自動車は電動モーターで

車を駆動させる。 

特別緑地保全地区 

 都市計画に定める地域地区の一つ。良好な樹林地

等を保全することを目的に指定する。地区内の緑地を

保全するために一定の行為が制限される。 

【な行】 

二酸化窒素（NO2） 

 物質が高温で燃焼する際に、空気や物質中に含まれ

る窒素が空気中の酸素と反応して生成されるもので、

発生源は工場、自動車などの燃焼過程などである。 

燃焼過程からほとんど一酸化窒素として排出され、
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大気中で二酸化窒素に酸化される。 

また、光化学オキシダントや酸性雨の原因物質の一

つである。 

水に難溶性のため呼吸時に深部の肺胞に達し、呼

吸器系炎症を起こす。 

このため、環境基本法第 16 条に基づく人の健康を

保護する上で維持されることが望ましい環境基準が定

められている。 

燃料電池 

 水素と酸素を化学反応させて、直接、電気を発電す

る装置。「電池」という名前はついているが、蓄電池のよ

うに充電した電気を溜めておくものではない。燃料電池

の燃料となる水素は、天然ガスやメタノールを改質して

つくるのが一般的。酸素は、大気中から取り入れる。ま

た、発電と同時に熱も発生するため、その熱を活かすこ

とでエネルギーの利用効率を高められる。 

燃料電池自動車（FCV：Fuel Cell Vehicle） 

 燃料電池を搭載した電気自動車のこと。ガソリン駆動

車に比べてエネルギー効率が高いのが特徴。排出さ

れるのは水だけで、CO2 や NOX、SOX などの温室効果

ガス・大気汚染物質が排出されないため、「究極のエコ

カー」とも言われている。 

農業振興地域 

 農業振興地域の整備に関する法律に基づき、一体的

に農業の振興を図ることが必要であると認められる地

域で、都道府県が指定するものをいう。この地域のうち

農用地等として利用されるべき区域が農用地区域とし

て定められ、農業目的以外の土地利用が規制される一

方で、農業に関する公共投資が計画的に推進されるも

のとされている。 

【は行】 

廃棄物発電 

 ごみ焼却時に発生する熱エネルギーをボイラーで回

収し、蒸気を発生させてタービンを回して発電を行うも

の。化石燃料の使用削減につながり、温暖化対策とし

ても注目されている。 

パリ協定 

 平成 27（2015）年 11 月 30日から 12月 13 日までフラ

ンスのパリ郊外で開催された国連気候変動枠組条約

第 21 回締結国会議（COP21）で採択された気候変動

に関する国際条約。平成 28（2016）年 11 月 4 日に発

効した。 

ヒートアイランド現象 

 都市部において、人工物の増加、地表面のコンクリー

トやアスファルトによる被覆の増加、それに伴う自然的

な土地の減少、さらには熱の増加により地表面の熱収

支バランスが変化し、都心域の気温が郊外に比べて高

くなる現象。この現象は、都市及びその周辺の地上気

温分布において、等温線が都市部を中心として島状に

市街地を取り巻いている状態により把握することができ

るため、ヒートアイランド（熱の島）といわれる。 

微小粒子状物質（PM2.5：Particulate Matter 2.5）

 大気中に浮遊する粒子状物質のうち、粒径が 2.5μm

以下のもの。一般に SPM よりも人為起源粒子の割合が

多く、主な構成成分は、ディーゼル自動車等から排出

される元素状炭素や、硫黄酸化物、窒素酸化物、揮発

性有機化合物等のガス状物質が大気中で光化学反応

等により粒子化する二次生成粒子（硫酸塩、硝酸塩、

有機炭素等）などである。 

浮遊粒子状物質(SPM：Suspended Particulate Matter) 

 大気中の粒子状物質のうち、粒径 10μm 以下のもの

をいう。大気中に長期間滞留し、肺や気管等に沈着す

るなどして、呼吸器に影響を及ぼすおそれがあるため、

環境基準が設定されている。工場等の事業活動や自

動車の走行に伴い発生するほか、風による巻き上げ等

の自然現象によるものもある。排出されたとき既に粒子

としての性状を持つ「一次粒子」と排出時にガス状であ

った化学物質が大気中での光化学反応等により粒子

化する「二次生成粒子」に分類される。 

フードドライブ 

 各家庭で使いきれない未利用食品を持ち寄り、フー

ドバンク団体や地域の福祉施設・団体などに寄贈する

活動のこと。 

【ま行】 

マニフェスト制度 

 排出事業者が廃棄物の処理を委託する際に、処理

業者に帳票（マニフェスト）を交付し、処理終了後に処

理業者よりその旨を記載した帳票の写しの送付を受け

ることにより、排出事業者が廃棄物の流れを管理し、適

正な処理を確保するための仕組みのこと。 

緑の保全地域 

 「緑の保全及び緑化の推進に関する条例」に基づき、

市民生活の良好な環境の確保に寄与すると認められ、

良好な緑を形成している土地について区域等を指定

する制度。 

未利用エネルギー 

 河川水・下水等の温度差エネルギー（夏は大気よりも

冷たく、冬は大気よりも暖かい水）や、工場棟の排熱と

いった、今まで利用されていなかったエネルギーの総

称。 


